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第１章 序論 

 

１．１ はじめに 

我が国の社会資本整備において，港湾機能を維持拡大していくためには航路や泊地に堆

積した土砂の浚渫が重要課題であり，河口域に港湾設備が存在することも多く，全国で約

1,000 万 m3/年もの浚渫工事が実施されている 1)。この浚渫土砂は一般的には埋立処分され

ているが，その処分場を建設することで自然破壊を伴う天然材料（石材等）の使用や，海

の浄化や魚介類の産卵場等としての機能を保有している干潟・浅場の消失といった，環境

破壊を促進させる状況となっている。 

一方，我が国の主要産業の多くは，この港湾機能の活用により原材料を輸入して製品を

製造することで成り立っている。その製品製造の過程では多くの産業副産物も発生してお

り，鉄鋼業における鉄鋼スラグは我が国最大の産業副産物である。鉄鋼スラグは，現在，

セメント原材料や道路用材等として 99%が有効利用 2)されているが，その活用は公共投資

や景気変動の影響を大きく受けることもあり，更なる天然資材に代わる用途開発が期待さ

れている。 

このような状況の中，近年，港湾工事で発生する浚渫土砂に鉄鋼スラグを原料としたカ

ルシア改質材を混合することで強度等が改良されたカルシア改質土の実用化が進められ，

埋立工事における天然石代替材や浅場造成基盤材等の環境改善事業への適用が進められて

いる 3)。しかし，カルシア改質土の適用拡大が進む一方，浚渫土砂の固化改良や施工時の

流動性低下による濁り抑制等の基本的かつ重要な特性に関して，実用化に向けた品質管理

技術が明確化されておらず，現場では都度の配合試験や高い安全率，高頻度の現場管理等

で対応している状況である。よって，カルシア改質土の適用拡大に向けては，実用的な特

性評価と品質管理技術が望まれている状況である。 

 

１．２ 浚渫土砂及び鉄鋼スラグの活用の現況と課題 

我が国における循環型社会形成のための法体系 4)は，環境政策の根幹を定める「環境基

本法」のもと，循環型社会形成に向けた基本的な理念や枠組みを定めた「循環型社会形成

基本法」が整備されている。また，循環型社会の形成に向けた法律として，廃棄物の排出

抑制・廃棄物の適正な処理等により生活環境保全及び公衆衛生の向上を目指す「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」（廃棄物処理法），資源の有効な利用の確保と廃棄物の発生抑

制及び環境の保全を目指す「資源の有効な利用の促進に関する法律」（資源有効利用促進

法），個別の物品の特性に応じて制定された 6 つのリサイクル法，公的機関が率先して環境

負荷低減に資する製品・サービスの調達を推進すること等で持続的発展が可能な社会の構

築を目指す「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）が

整備されている。この体系を図-14)に示す。 
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図-1.1 循環型社会形成のための法体系 4) 

 

 

国土交通省では，建設工事で発生する土全体を発生土といい，そのうち廃棄物処理法で

規定された建設汚泥に該当するもの以外を建設発生土と称している。環境省は，建設工事

から排出される泥状の掘削物を無機性の汚泥として産業廃棄物とし，それ以外を土砂とし

て，土地造成などに利用できる資材であるため，廃棄物処理法から除外している。ここで，

海域・河川などの浚渫土砂は，泥状を呈していても土砂として廃棄物処理法の対象外とさ

れている 5)。海域から発生した浚渫土砂は，現在では約 1,000 万 m3/年程度発生している。

その活用として，平成 20 年度の実績 6)であるが，港湾埋立に 25%，覆砂・干潟等と養浜に

13%が有効利用されている。一方，廃棄物処理法の対象外であるものの土砂処分場に 40%

が搬出され，海洋投入処分が 4%実施されている。土砂処分場は，将来は埋立地として土地

利用されるものの，その土砂処分場の用地確保も現在では困難な状況となってきており，

伊勢湾の事例 7)では，浚渫土砂の処分場を安定的に確保することが困難な状況となり，既

設の処分場であるポートアイランドに埋立計画の地盤高を超えた仮置きを実施している。
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浚渫土砂の処分方策については国際的にも検討されている 8), 9)が，我が国においては国土

交通省が平成 25 年に「浚渫土砂等の海洋投入及び有効利用に関する技術指針（改定案）10)」

を発刊し，平成 30 年に「港湾・空港等整備におけるリサイクルガイドライン（改訂）1)」

を整備して，浚渫土砂の有効利用を図っている。しかしながら，土砂処分場の建設による

埋立利用ではなく，覆砂・干潟や養浜等への海域環境改善の材料としての軟弱な浚渫土砂

の活用の促進は進まない状況である。 

 一方，スラグ 2)は，鉱石から金属を還元・精錬する際などに特定の成分が溶融・分離し

てできたものである。スラグは本来金属製造工程起源のものであるが，ごみなどを焼却施

設で処分したときに発生する廃棄物加熱溶融起源のものもスラグと呼んでいる。さらに，

金属製造工程起源のスラグは鉄鋼スラグと非鉄金属スラグに分けられ，鉄鋼スラグは鉄鋼

製品の製造工程で生まれたものを指す。鉄鋼スラグは，鉄鋼石から鋼作り出す還元・精錬

段階で生まれるシリカ（SiO2）などの鉄以外の成分が，石灰（CaO）と溶融・結合した副

産物である。鉄鋼スラグは 1991 年の「再生資源の利用促進に関する法律」（リサイクル法）

で指定副産物に，その改正法である 2000 年の「資源の有効な利用の促進に関する法律」

（資源有効利用促進法）で鉄鋼業は特定省資源業種にそれぞれ指定され，鉄鋼製造工程で

生成する鉄鋼スラグ製品の「副産物」としての位置づけが明確になされた。なお，「廃棄

物の処理及び清掃に関する法律」（廃棄物処理法）では，「汚物又は不要物」が廃棄物とさ

れており，鉄鋼スラグが有用物として用いられる場合は廃棄物に該当しない。近年の鉄鋼

スラグの年間生産量は約3,800万 tに達するが，約1%は利用先が無いため「廃棄物処理法」

上の廃棄物として適切に処理されているが，約 99%の鉄鋼スラグは廃棄物でなく環境上も

問題ないセメント原材料や道路用路盤材等の「鉄鋼スラグ製品」として広く社会で有用な

資材として利用されている。また、海外においても、道路用材等に活用されている 11), 12)。

高炉セメントや路盤材等の一部の鉄鋼スラグ製品については，2001 年に施行された「国等

による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）の公共工事における

特定調達品目（環境負荷低減に資する製品）に指定されている。我が国での鉄鋼スラグ利

用の歴史は約 100 年に及び，鉄鋼生産の拡大とともに鉄鋼スラグの用途開発も同時に推進

されてきた。しかしながら，国内公共事業や建設需要の低迷に加え，他の副産物との競合

や廃コンクリート等リサイクル材料の適用奨励，環境基準厳格化への適合といった社会的

な情勢変化により，市場の需給構造が変化している状況である 13)。このような状況下，現

在においても鉄鋼スラグの特徴を活かした新たな社会ニーズに応じた製品開発が進められ

ている。 
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１．３ 本研究の背景 

１．３．１ カルシア改質土の開発の歴史 

 海域で発生した浚渫土砂の改良技術による活用については，海外では副産物の混合活用

が検討されており，フライアッシュや石灰生産副産物を用いた固化材料が建設資材として

検討されている 14), 15), 16)が，日本においてはセメント固化処理による埋め立て材としての活

用 7), 17), 18)が主であり，副産物の混合活用や埋め立て以外の用途への改良技術による浚渫土

砂の活用展開は検討されていなかった。このような状況下，（一社）日本鉄鋼連盟は浚渫

土砂に鉄鋼スラグを混合して改質したカルシア改質土を ，2004年から 3 年間で実施した経

済産業省補助事業「スラグ利用に係る研究開発」で検討・考案した。カルシア改質土の開

発の歴史概要を図-1.2 に示す。その成果は，「転炉系製鋼スラグ 海域利用の手引き 19)」及

びその別冊である「転炉系製鋼スラグと浚渫土との混合改良工法 技術資料 20)」として取

りまとめられている。海域利用の手引きでは，カルシア改質土に限らず，鉄鋼スラグ水和

固化体や炭酸化スラグといった海域で転炉系製鋼スラグを活用する際にpH上昇や白濁とい

った海域環境影響を及ぼさない適用方法について技術と安全性の面から整理されている。

別冊の技術資料では，カルシア改質土の固化メカニズムや環境影響について，実海域試験

の結果も踏まえながら特性が整理されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.2 カルシア改質土の開発の歴史概要 
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その後，鉄鋼会社と建設会社が会員となって 2007 年に設立されたカルシア改質土研究会

にて，基礎研究と実用化研究が行われている。カルシア改質土の圧密等の土質特性や室内

配合試験の技術検討に加えて，2010 年には千葉県保田沖で藻礁石基盤材として公共工事初

採用され 21)，浅場造成 22)や埋立て 23)といった実海域での施工方法研究を兼ねた実験工事を

実施することで実用化のための技術を蓄積し，2017 年には（一財）沿岸技術研究センター

より「港湾・空港・海岸等におけるカルシア改質土利用技術マニュアル 3)（以降，マニュ

アルと記載）」が発刊され，設計と施工に関する技術が整理された。マニュアルでは，カ

ルシア改質土の材料品質・土質特性・設計方法・環境安全性・施工方法及び管理について

整理されている。また，カルシア改質土研究会において「積算マニュアル 24)」が自主発刊

され，公共工事への活用としては技術整備が整った状況となっている。 

上記の技術整備に加えて，カルシア改質土は安全性に対する評価も実施されている。海

域での産業副産物の活用について海域関係者が抱く不安に対して，以下の取り組みがなさ

れている。一つ目は環境省による環境技術実証事業（ETV）での評価取得 25)である。平成

21 年度の閉鎖性海域における水環境改善分野において，「転炉系製鋼スラグ製品による沿

岸域の環境改善技術」として安全性を含めて環境改善技術としての評価を受けている。二

つ目は海産物に対する安全性評価である。日本製鉄は，カルシア改質土を用いて魚類・貝

類・藻類に対する毒性試験を行うことで，2010 年に（一社）全国水産技術協会から「漁場

環境修復技術基本認定」を受けている 26)。三つめは水産分野での技術評価である。水産分

野でのカルシア改質土の活用を目指して，2017 年に（一社）漁港漁場新技術研究会による

「水産公共関連民間技術 確認審査・評価 27)」を受けている。 

上記の取り組みにより，第 19 回国土技術開発省の入賞を受賞し，近年ではカルシア改質

土は各海域で活用されるようになってきている。例えば，東予港では護岸背面の裏埋め土

28)に活用され，函館湾では防波堤背面の水中盛土 29)として活用されている。 

 

１．３．２ カルシア改質土の実用化技術の状況 

 カルシア改質土の主な活用用途を図-1.3 に示す。主な用途は，深掘り窪地の埋戻材や浅

場造成の基盤材，埋立造成材といった地盤材料である。1.2.1 の取り組みにより，カルシア

改質土を適用する際には，マニュアルに従って設計・施工を計画して実行することができ

る。一方，カルシア改質土は図-1.4に示すように浚渫土砂の固化改良技術の一種 3)であるが，

他工法のセメント固化と異なり，強度発現には浚渫土砂の性状の影響を大きく受ける。ま

た，固化材であるカルシア改質材の添加量も容積で 30%程度であることから，カルシア改

質材の配合量の決定は工事における土砂投入量の土量バランスに大きな影響を与える。そ

こで，マニュアルでは，図-1.5 に示すように計画から工事までの間で 3 回の配合試験を実

施して，対象となる浚渫土砂に対する強度発現の確実性を確認することが示されている。

また，マニュアルでは，浚渫土砂のばらつき影響を考慮して，工事中に 1 回/日のサンプリ

ングにより強度発現を確認する管理方法が示されている。 
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図-1.3 カルシア改質土の主な適用用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.4 浚渫土砂（軟泥土）改良技術の分類 
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図-1.5 マニュアルで定める配合試験や品質管理 

 

一方，近年では表-1.1 に示すように，様々な機能が要求される用途への適用が検討され

ており，様々な研究開発も進められている。適用拡大へ向けた実用化研究としては，施工

時法面勾配形成 30), 31)や地山境界部の摩擦特性 32)といった実務的な設計・施工技術に関する

研究や，耐震強化岸壁の裏埋め土 28)や防波堤背後盛土への適用 29)といった実プロジェクト

適用に関する研究が進められている。しかし，特性は明らかとなっても，設計や施工管理

には反映されていない状況である。例えば，法面勾配形成については，カルシア改質土の

流動性と相関が得られているが，その流動性の制御についてはメカニズムが明らかとなっ

ていない状況である。 

上記に示す固化改良と流動性低下による濁り抑制や法面勾配形成は，多くの適用用途や

プロジェクトで要求されるカルシア改質土の基本技術である。しかし，現状ではマニュア

ルに従いながら，プロジェクト毎に多数の試験水準を設定して複数回の配合試験を実施し，

また施工時には高頻度での品質管理を行い，時には過剰な安全率を設定することで対応し

ているのが実状である。 
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表-1.1 カルシア改質土の機能的用途 

分類 用途 効果 

港湾設備 

水中盛土，浅場基盤材 

（護岸前面等抑え盛土， 

 防波堤等補強盛土） 

国土強靭化へ向けた補強やカーボンニ

ュートラルポート施策によるブルーカ

ーボン 

潜堤 

（航路埋没対策等） 

コンクリートブロック等の代替材 

ケーソン中詰め材 浚渫土砂活用の重量調整 

洗掘防止マット 防波堤等に設置の消波ブロック下面の

洗掘防止対策 

埋立て 

裏込め土，裏埋め土， 

埋立て土 

液状化防止，早期供用開始 

中仕切り堤 石材代替材（天然資源保護） 

堤防材 国土強靭化へ向けた海岸の堤防材や嵩

上げ堤の材料 

空隙充填材 埋立地増設等の際の既設護岸部の消波

ブロック埋殺しのための空隙充填 

 

１．４ 本研究の内容 

１．４．１ 本研究の目的 

 カルシア改質土の実用化に向けた技術整備は，固化特性や設計・施工に関する基礎的な

検討が完了しているのみで，様々な土木用途に適用するにあたり，機能的（例：非液状化

や濁り抑制効果あり 等）な傾向は把握できているものの，多様な浚渫土性状に対して，詳

細計画・性能設計・施工管理といった実務レベルでのコントロール技術としては，研究不

足の状況である。そこで，本研究の目的は，カルシア改質土の浚渫土砂とカルシア改質材

の混合直後の流動性と，固化後の強度発現性能を対象として，浚渫土砂が活用されていな

い領域にまでカルシア改質土を適用可能とするために，技術のメカニズムから現場施工管

理までの一貫の視点で実用化技術を構築することである。本検討を，以下の 3 つの視点で

行う。 

 

① 浚渫土砂から溶出するシリカ成分とカルシア改質材から溶出するカルシウム成分が強

度発現に及ぼす相互作用を考慮した強度予測手法の研究。 

② カルシア改質材の混合によるカルシア改質土の流動性低下のメカニズム解明と，その

効果の設計・施工技術への適用手法の研究。 

③ 固化による粘着成分に加えて，粒度改善効果で生じる内部摩擦角を評価した土質特性

の研究。 
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１．４．２ 本論文の構成 

 本研究では，1.4.1 に示す①から③の 3 つの視点について，類似の地盤改良工法と考えら

れる石灰系固化材の特性との比較により課題を整理して，研究を行った。 

 本論文は，図-1.6に示す 7つの章で構成されている。第 1章では，カルシア改質土技術の

研究と実用化の状況を整理して，カルシア改質土の基本技術である固化改良と流動性低下

に関する技術に残課題があることを示して，本研究の方向性を設定するとともに，本論文

の構成を概説している。第 2 章では，カルシア改質土の既往の知見を整理するとともに，

石灰系固化材の地盤改良メカニズムとの比較により，①から③で設定した各研究の視点に

ついて，メカニズム解明・評価指標・設計/施工計画・施工管理の観点から詳細な研究テー

マの設定を行っている。第 3 章では，研究視点①において，浚渫土砂から溶出してくるシ

リカとカルシア改質材から溶出してくるカルシウムの相互作用により発現する強度につい

て，これまでに蓄積した実験結果を整理することで，強度予測の評価指標の提案を行って

いる。第 4 章では，研究視点①における浚渫土砂から溶出してくるシリカとカルシア改質

材から溶出してくるカルシウムの定量評価のための実験方法について，工事現場での簡易

化も踏まえて提案している。第 5 章では，浚渫土砂にカルシア改質材を混合した際のカル

シア改質土の流動性低下について，メカニズムを解明するとともに，実海域の工事現場で

濁り抑制効果や法面勾配形成を発揮するための評価指標を提案している。また，法面勾配

形成については事前の工事計画時に活用できるシミュレーション技術の構築を行っている。

第 6 章では，石灰系固化材等の紛体系の地盤改良材と異なる特徴である固化材が粒状材料

であることについて，強度発現への影響に関する基礎的研究を行い，内部摩擦角発揮の可

能性について明らかとしている。第 7 章では，第 1 章から第 6 章までの研究内容のまとめ

を行うとともに，本研究で得られた結論と今後の展望についてまとめている。本論文全体

を通して，各検討の結果に基づき，カルシア改質土を実工事で使用する際の強度発現や実

海域投入時の濁り抑制及び法面勾配形成について，配合設計や施工品質管理が可能な技術

を構築できたことを示している。 
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図-1.6 本論文の構成 
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第２章 カルシア改質土の特徴と実用化課題 

 

２．１ カルシア改質土の強度発現の原理 

鉄鋼スラグには高炉スラグと製鋼スラグの 2 種類が存在するが，カルシア改質材は電炉

系を除く転炉系製鋼スラグを原料とし，成分管理と粒度調整が実施された材料である 1)。

製鋼スラグの粒子内部には，製鋼工程の副原料として用いられる生石灰（エチレングリコ

ールで抽出される CaO で，以降，エチレングリコール抽出 CaO と記載）が残存し，数%程

度含有している 2),3)。そのエチレングリコール抽出 CaO からカルシウム成分がカルシア改

質土の中で溶出し，浚渫土砂から溶出するシリカ成分と水和反応（ポゾラン反応）を起こ

すことで，カルシア改質土は固化する 4),5),6)。固化メカニズムとしては，軟弱地盤改良に用

いられる固化材のうち，石灰系固化材と類似していると考えられる。 

石灰系固化材の地盤改良における強度には，施工性の改善による締固め強度と化学的固

化による強度の 2 種類が存在し，5 つの反応メカニズムが存在する 7)。その 5 つのメカニズ

ムを表-2.1に示す。施工性の改善は，“消化吸水反応”と“イオン交換反応”の 2つである。消

化吸水反応は，生石灰が土中の水分と反応して消石灰が生成される際に水が水和水として

取り込まれ，かつ発熱反応により水が蒸発する反応である。イオン交換反応は，土中の間

隙水に溶解したカルシウムイオンが，土粒子表面のナトリウムイオン等とイオン交換し，

土粒子表面の帯電状態が変わり，団粒化することで土の塑性指数が低下する反応である。

カルシア改質土にも短期的な性状改善効果は見られるが，対象とする土が高含水比の浚渫

土砂であるため，締固め施工を対象とした施工性の改善では無く，施工時の法面勾配の制

御 8),9)や海中投入時の濁り抑制 10)に必要なワーカビリティとしての流動性の改善であり，地

盤強度への直接的な寄与は限定的と考えられる。カルシア改質土における流動性改善のメ

カニズムは，カルシア改質材の吸水とカルシア改質材による粒度改善と言われている 1)が，

この現象を明確化した実験等の知見は無く，石灰系固化材における 2 つの反応も寄与して

いると推察される。なお，カルシア改質土において，材料混練時に発熱反応を感じること

は無いため，石灰系固化材のような消化吸水反応による施工改善はメカニズムとして期待

できないと想定される。 

 

表-2.1 石灰系固化材の固化メカニズム 7) 

分類 反応メカニズム 

施工性の改善による 

締固め強度 

消化吸収反応 

イオン交換反応 

 

化学的固化強度 

エトリンガイト反応 

ポゾラン反応   

炭酸化反応   
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一方，石灰系固化材の固化メカニズムにおける化学的固化は，“エトリンガイト反応”と

“ポゾラン反応 11),12),13)”，“炭酸化反応”の 3 つに分類される。エトリンガイト反応は，石灰

系固化材への石膏系材料の添加によるものであるが，カルシア改質材の反応はカルシウム

の反応であり，石膏等の添加・含有は無い。なお，カルシア改質土の間隙水である海水成

分の影響によるエトリンガイト等の生成ついては，固化に寄与している可能性が検討され

ている 14)。ポゾラン反応は，粘土鉱物から溶出したシリカやアルミナと消石灰が化学的に

結合し，水和化合物を生成して土粒子を凝結させる反応であり，カルシア改質土の主な反

応と考えられている 4)。木曽ら 5)は，カルシア改質土の固化反応がポゾラン反応であること

を示し，固化がカルシウム溶出量と含水比の比 Ca/w 及びシリカ溶出量と含水量の比 Si/w

と相関があることを示している。Toda ら 5)は，浚渫土砂と製鋼スラグ，及びその混合物の

XRD 分析から，浚渫土砂から溶出するシリカや製鋼スラグに含まれる消石灰から溶出する

カルシウムが固化に寄与していることを示し，浚渫土砂中に含まれる非晶質シリカや混合

材料中のpH状態が強度に与える影響を検討している。最後に，炭酸化反応は，長期的に土

中に含まれる二酸化炭素又は炭酸ガスによって炭酸カルシウムを生成して固化する反応で

ある。カルシア改質土は海水中で施工・活用されることが多いため，炭酸化による固化反

応の寄与は小さいと想定される。 

前述した 5 つの反応メカニズムは石灰系固化材の化学反応による作用であり，カルシア

改質土においては，カルシア改質材から溶出するカルシウムによる化学反応である。前述

では，石灰固化材との類似点である化学反応による固化に着目してカルシア改質土の強度

増進を分析したが，石灰系固化材とカルシア改質材の相違点としては，石灰系固化材が粉

体であることに対してカルシア改質材は粒状材料であることである。つまり，カルシア改

質土は，その構成として“固化した浚渫土砂（＝固化土領域）”と“カルシア改質材（＝骨

材）”の 2 つに分けることができる。固化土領域の強度が高い場合，図-2.1 に示すようにせ

ん断時において，骨材同士の接触が無くても固化土領域に生じるせん断面に存在する骨材

が引っ掛かりとなって，内部摩擦角が発揮されて荷重に抵抗すると想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1 載荷時の骨材抵抗機構の概要図 
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以上をまとめると，カルシア改質土の強度発現の原理は，表-2.2 で整理される。 

 

表-2.2 カルシア改質土の強度発現メカニズム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２ カルシア改質土の強度発現における課題 

２．２．１ 化学的強度管理指標 

2.1 より，石灰系固化材による地盤改良は含水比低減等による締固めによる強度発現も含

めて 5 つの強度発現機構を有しているが，カルシア改質土はポゾラン反応が主な強度発現

機構であり，実用化に向けてはカルシア改質材からのカルシウムと浚渫土砂からのシリカ

の反応の管理が重要となる。これに対して，前述のように固化メカニズムは明確になって

きており，それに応じた必要最低限の材料規定や配合試験ルールは定まっている 1)。また，

カルシア改質土の発現強度特性も徐々に明らかになってきている。強度発現特性や強度推

定としては，以下の研究・知見がある。Cikmit ら 15)は，ポゾラン反応による強度発現特性

を「前期強度発現期」及び「後期強度発現期」と定義し，セメント固化処理土との比較を

交えて，一軸圧縮強さや変形係数等の特性を整理している。佐藤ら 16)は，ベンダーエレメ

ント試験結果から，セメント固化処理土と同様にせん断剛性から一軸圧縮強さを推定する

ことを試みている。平井ら 17)は，浚渫土砂と製鋼スラグの実務における配合試験の実施方

法として，乾燥質量比で一軸圧縮強さを整理することが有効であることを示し，強度発現

には製鋼スラグの細粒分含有率が影響を与えることを示している。このような知見も踏ま

えて，2017 年にはマニュアル 1)が発刊され，カルシア改質土の実用化へ向けた固化の管理

として表-2.3 に示す規定が定められている。しかし，カルシア改質土を工事として採用す

るにあたり，実務面では「対象となる浚渫土砂のカルシア改質土への適性判断」や「対象

となる浚渫土砂に応じてカルシア改質材に要求される必要カルシウム量や最適配合率の設

定」が不明確であり，現在はマニュアルに従い，複数回の配合試験や，配合試験における

多数の試験水準の設定，また施工時の高頻度での強度品質管理の実施で対応しているのが

実状である。 
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表-2.3 港湾・空港海岸等におけるカルシア改質土利用技術マニュアル 1)での規定 

対象材料 規定内容 

浚渫土砂 塑性指数 Ip を有すること。 

（粘土鉱物を有することの規定） 

カルシア改質材 エチレングリコール抽出 CaO が 1%以上。 

カルシア改質土 配合試験による発現強度の確認。 

なお，強度発現の不確実性への対応とし

て，概略検討段階での予備配合試験を推

奨。 

 

カルシア改質土の強度予測の研究としては，小門ら 18)が浚渫土中の Amorphous Silica と

製鋼スラグ中の Portlandite が溶解して生成する C-S-H 量を化学反応式と化学平衡から算出

し，強度と相関があることを示している。しかし，Amorphous Silicaが C-S-H 生成量を支配

するケースでは，一軸圧縮強さに対して C-S-H 生成量が高めに評価されることに加え，強

度予測として C-S-H 生成量と一軸圧縮強さの相関は得られているものの，カルシア改質土

の実用的な強度範囲である 100 kN/m2 近傍においては，予測精度が悪く，実用化には課題

がある。また，Portlandite は XRD-Rietveld 解析による鉱物の同定・定量から求められてお

り，工事における品質管理指標として用いることは難しい。 

そこで，浚渫土砂から溶出するシリカやカルシア改質材から溶出するカルシウムについ

て，カルシア改質土の強度発現に対する評価指標を設定することを目的に，複数のシリカ

溶出量が異なる浚渫土砂と複数のカルシウム溶出量が異なるカルシア改質材を用い，浚渫

土砂から溶出するシリカ量がカルシア改質土の強度発現に及ぼす影響を検討するとともに，

シリカ溶出量と浚渫土砂の土質性状の関係について考察した。また，カルシア改質材から

溶出するカルシウム量がカルシア改質土の強度発現に及ぼす影響を，浚渫土砂から溶出す

るシリカ量との関係も含めて検討し，浚渫土砂の性状に応じたカルシア改質材の選定と配

合割合等について考察した。ここで，小門らの取り組みと今回の取り組みの差異を表-2.4

に示す。 

化学的強度管理指標の課題のまとめを表-2.5 に示す。表-2.5 中には，次節 2.2.2 で示す課

題についても記載している。 
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表-2.4 小門らの取り組みと今回の取り組みの差異 

 小門ら 18)の取り組み 今回の取り組み 

原 

材 

料 

に 

対 

す 

る 

評 

価 

 

カルシア改

質材から溶

出するカル

シウム量 

カルシア改質材に含有す

る portlandite 量を定量分

析して，それが配合にお

ける間隙水中に全溶解し

たと仮定して，間隙水中

濃度の相当量を設定。 

カルシア改質材から溶出する

カルシウム量を溶出試験によ

り求め，配合における間隙水

中のカルシウム濃度に相当す

る量として設定。 

浚渫土砂か

ら溶出する

シリカ量 

浚渫土砂から溶出するシリカ量を溶出試験により求め，

配合における間隙水中のシリカ濃度に相当する量として

設定。 

 

 

 

 

強度評価 

設定した間隙水中のカル

シウム濃度とシリカ濃度

を絶対量として，化学反

応式と化学平衡を用いて

C-S-H 量を算定し，C-S-

H 生成量にて強度を予

測。 

設定した間隙水中のカルシウ

ム濃度とシリカ濃度を指標と

して，その一軸圧縮強さと共

に多数の試験結果をデータベ

ース化し，目標強度を得るた

めに必要なカルシウム濃度と

シリカ濃度を評価。 

 

 

表-2.5 化学的強度管理指標に関する課題整理 
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２．２．２ 化学的強度管理指標を求める試験手法 

最近ではカルシア改質土の強度発現の予測や管理を目的とした研究 6) 18) 19)も進んでおり，

浚渫土砂のシリカ成分とカルシア改質材のカルシウム成分について，その含有量や溶出量

と強度発現の関係も明らかとなってきており，それらの規定や研究で示されている浚渫土

砂のシリカ成分とカルシア改質材のカルシウム成分の測定法を表-2.6 に示す。前述のよう

にカルシア改質材の原材料である転炉系製鋼スラグには，製鋼工程の副原料として用いら

れる生石灰（エチレングリコール抽出 CaO）が残存して数%程度含有しており，カルシア

改質土の強度発現に寄与している 5)。また，浚渫土砂から溶出するシリカ成分は，地域に

よって差があるものの生物や火山ガラス由来の非晶質相からの溶出が強度に与える影響が

大きいことが判ってきている 6)。 

 

表-2.6 固化成分の測定方法 

 カルシア改質材の 

カルシウム成分 

浚渫土砂の 

シリカ成分 

マニュアル 1) エチレングリコール抽

出 CaO が 1%以上。（粒

度分布影響あり） 

塑性指数 IP を有すること。（粘土鉱物を

有することの規定） 

Toda らの 

研究 6) 

― 凍結乾燥後に摩砕した浚渫土 50 mg を 50 

ml 遠沈管に入れた後，10%H2O25ml を添

加し 30分静置。1MHCl 5 mlを添加し，10

分間分散した後に，再度 30 分静置。超純

水 20 mlを添加し，3000 rpmで 8分間遠心

分離後上澄みを捨て，60℃で 12 時間乾

燥。次に 2M Na2CO3 40 ml を遠沈管に添

加し，分散後に 85℃で 5 時間静置。3000 

rpmで 8分間遠心分離し，上澄みのシリカ

濃度を測定。求めたシリカ濃度から浚渫

土 1 g-dry 当たりの Amorphous Silica 量を

求める。 

小門らの 

研究 18) 

カルシア改質材に含有

す る portlandite 量 を

XRD-Rietveld 解析によ

り定量分析して，それ

が配合における間隙水

中に全溶解と仮定。 

 

ここで，表-2.6 の試験方法で課題となるのは，実施工における工事品質管理への適用性

である。カルシア改質材のカルシウム成分について，マニュアルで定められているエチレ

ングリコール抽出 CaO の測定を分析会社へ依頼すると約 2 週間程度を要する。加えて，も

う一つの強度影響因子である粒度分布の測定も必要となる。研究で用いられている XRD-

Rietveld解析も，通常の工事管理や製品出荷管理に使える分析ではない。浚渫土砂のシリカ

成分については，マニュアル規定は性状規定のみであり，研究で用いられている方法 18)は



19 

 

手順が多く時間がかかる分析であることから，工事品質管理への適用を考慮すると実用的

ではない。 

そこで，カルシア改質土の強度性能確保を目的として，原材料であるカルシア改質材か

ら溶出するカルシウム成分と浚渫土砂から溶出するシリカ成分について，工事における品

質管理を目的とした試験方法について検討を行った。課題のまとめを表-2.5 に示す。 

 

２．２．３ 浚渫土砂の性状改善のメカニズム解明と実用化 

カルシア改質土は，浚渫土砂から溶出するシリカ成分とカルシア改質材から溶出するカ

ルシウム成分が水和反応して時間経過と共に固化する性質を有するが，混合直後の水和反

応が起こっていないフレッシュな状態においても，カルシア改質材の吸水効果や粒度改善

効果等により粘性が増大してフレッシュなカルシア改質土の流動性が低下する特性がある

ことが知られている1)。この特性を活かして，施工時の法面勾配形成8), 9)や濁り抑制10), 20)の

実用化研究が進んでおり，最近では濁り抑制が必要となる水中盛土6)等への適用検討も進

んでいる状況である。 

過去の研究例8), 9), 10), 21)では，フレッシュなカルシア改質土の流動性低下はスランプ値

（JIS A 1106）を指標として表現できることが示されているが，その流動性低下のメカニズ

ムを検討した事例は無く，対象となる浚渫土砂や混合するカルシア改質材が変化したとき

の流動性低下の挙動は把握できていない。カルシア改質土の材料混合直後の流動性低下の

メカニズムとしては，文献1)等でカルシア改質材による吸水効果と粒度改善効果と言われ

ているが，その効果を具体的に確認した事例は無く，表-2.2におけるイオン交換反応も期

待されると考えられる。そこで，カルシア改質土の材料混合直後の流動性低下のメカニズ

ムと濁り抑制に関する特性把握について検討することとした。 

また，フレッシュなカルシア改質土の流動性低下をスランプ値（JIS A 1106）を指標とし

て表現することについて，その特性が用いられる施工時の形成勾配の検討・管理について

は，材料である浚渫土砂やカルシア改質材の差異はもちろん，施工時の投入方法（トレミ

ーやグラグバケット等）や規模，投入高さ，グラブバケット形状等の影響も受けると考え

られる。しかしながら，現在の知見で明らかとなっているのは“フレッシュなカルシア改質

土におけるスランプ値と流動性低下の相関関係”のみであり，施工現場毎の条件に応じた施

工検討ができる技術レベルには達していない。そこで，近年に発達している流動解析技術

を用いて，カルシア改質土の流動性評価が必要となる施工検討への適用性について検討す

ることとした。 

浚渫土砂の性状改善のメカニズム解明と実用化に関するの課題のまとめを表-2.7 に示す。 
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表-2.7 浚渫土砂の性状改善のメカニズム解明と実用化に関する課題整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２．４ 強度発現における粒状材料の混合効果 

これまで，水和固化によるカルシア改質土の強度発現性状について様々な研究5), 6), 15), 16), 

17)が実施されており，その中でカルシア改質土は“粘性材料（内部摩擦角＝0）”として整理

1)されている。この理由は，粘性土の分類である浚渫土砂に対して，カルシア改質材（骨

材）の混合率が容積比で30%程度であることから，骨材同士のかみ合わせが無いと判断さ

れているためである。よって，これまでの研究では，カルシア改質土の三軸試験による内

部摩擦角評価の事例は少ない状況であったが，最近の研究では柿原ら22)が圧密非排水せん

断試験による評価を試みている。 

カルシア改質土は，その構成として“固化した浚渫土砂（＝固化土領域）”と“カルシア改

質材（＝骨材）”の2つに分けることができる。固化土領域の強度が高い場合，図-2.1に示

すようにせん断時において，骨材同士の接触が無くても固化土領域に生じるせん断面に存

在する骨材が引っ掛かりとなって，荷重に抵抗すると想定される。このような考えから，

杉村ら23)はピーク強度後の地盤材料の粘り強さを研究している。 

一方，カルシア改質土のピーク強度に至る過程において，骨材がせん断強度に与える影

響については未解明の状況である。カルシア改質土が適用条件によってc-φ材としての特性

を有するのであれば，カルシア改質土の適用用途が更に広がることが期待される。そこで，

カルシア改質土における骨材抵抗がせん断強度に及ぼす影響について検討することとした。

強度発現における粒状材料の混合効果に関する課題のまとめを表-2.8に示す。 
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表-2.8 強度発現における粒状材料の混合効果に関する課題整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．３ 研究課題のまとめ 

 2.2 で整理した研究課題に対するまとめと本論文の章構成を表-2.3 に示す。 

 

表-2.3 検討課題のまとめ 
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第３章 浚渫土砂とカルシア改質材の強度発現に対する相互影響評価 

 

３．１ 概要 

浚渫土砂から溶出するシリカやカルシア改質材から溶出するカルシウムについて，カル

シア改質土の強度発現に対する評価指標を設定することを目的に，複数のシリカ溶出量が

異なる浚渫土砂と複数のカルシウム溶出量が異なるカルシア改質材を用い，浚渫土砂から

溶出するシリカ量がカルシア改質土の強度発現に及ぼす影響を検討するとともに，シリカ

溶出量と浚渫土砂の土質性状の関係について考察する。また，カルシア改質材から溶出す

るカルシウム量がカルシア改質土の強度発現に及ぼす影響を，浚渫土砂から溶出するシリ

カ量との関係も含めて検討し，浚渫土砂の性状に応じたカルシア改質材の選定と配合割合

等について考察する。 

 

３．２ 実験概要 

３．２．１ 溶出試験方法 

（１） 浚渫土砂からのシリカ成分の溶出試験方法 

浚渫土砂から溶出するシリカ成分は，マニュアルでは粘土鉱物から溶出する前提となっ

ているが，Toda ら 1)や Kakihara ら 2)の研究では，珪藻等に起因する生物由来や火山ガラス

由来の非晶質相からのシリカ溶出がカルシア改質土の強度発現に大きな影響を与えている

ことを示している。そこで，本研究では，文献 1), 3) に示した方法で溶出するシリカ成分を

抽出した。その方法を以下に示す。 

1) 浚渫土を凍結乾燥。 

2) 90 秒間乳鉢で摩砕した浚渫土 50 mg を 50 ml 遠沈管に入れた後，10% H2O2 5 ml を添加

し 30 分静置。 

3) 1M HCl 5 ml を添加し超音波分散機で 10 分分散した後に，30分静置。 

4) 超純水 20 ml を足し，3000 rpmで 8 分遠心分離。 

5) 上澄みを捨てた後，60℃の恒温炉で一晩放置し湿り気が残る程度に乾燥。 

6) 翌日，2 M Na2CO3 40 ml を遠沈管に添加し，超音波分散機で十分に分散させた後，85℃

の恒温炉に 5時間静置。（2 時間後，4時間後に取り出し，攪拌。） 

7) 5時間経過後，3000 rpmで 8分間遠心分離し，上澄みのシリカ濃度をモリブデンブルー

法で測定。 

 

（２） カルシア改質材からのカルシウム成分の溶出試験方法 

カルシア改質材の有姿から溶出するカルシウム成分を測定する方法として，環境庁告示

第 46 号で定められている溶出試験方法を参考とし，溶媒を人工海水に，試料を有姿の粒度

分布に，振とう時間を 30 分間へ変更する方法を用いた。有姿の粒度分布で試験を実施する

のは，カルシウムが溶出する比表面積を考慮するためである。具体的な試験方法を以下に
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示す（図-3.1）。ここで，溶媒に用いた人工海水の成分を表-3.1 に示す。 

1) 試料調整として，カルシア改質材 5 kg を風乾し，円すい四分法にて縮分し，有姿で約

400gを採取。 

2) 溶出試験として，コック付き 10L ポリビンに試料と溶媒との重量比が 1:10 の割合とな

るように人工海水を添加し，調整したカルシア改質材試料を添加した後，振とう機に

て 30 分間連続して振とう。 

3) 試料液の一部を孔径 0.45μm のメンブレンフィルターを用いて吸引ろ過し，ろ過液を検

液とする。また，試料液の一部を分取し，pH 測定。 

4) Ca 測定として，ICP 発光分光分析装置を用いて，検液の Ca 濃度を測定し，検液の Ca

濃度から溶媒の人工海水の Ca 濃度を差し引き，溶存 Ca 量を求める。  

 

また，カルシア改質材から溶出するカルシウム成分に加えて，カルシア改質材中に含有

する CaO量の測定も実施した。エチレングリコール抽出 CaOは，日本鉄鋼協会で定められ

た方法 4)で分析でき，エチレングリコールに抽出されるカルシウムをスラグ中の酸化物濃

度に換算したものである。ここで，エチレングリコールで抽出されるカルシウムには，フ

リーライム（f-CaO）および水酸化カルシウム（Ca(OH)2）の 2 種類が存在する。一般に f-

CaO は水と反応して速やかに Ca(OH)2に変化するため，カルシア改質土における Caの溶出

速度論を議論する際には，カルシア改質材中に含有される f-CaOとCa(OH)2を区別せずに，

f-CaO と Ca(OH)2の水への溶解性には大きな差異が無いと考え，マニュアル 5)ではエチレン

グリコールで抽出されたものを広義の f-CaO と定義している。以前はエチレングリコール

で抽出されたカルシウムを f-CaO と Ca(OH)2 に分ける分析方法は無かったが，2014 年に日

本鉄鋼協会にて推奨法 4)が確立したことから，本稿では f-CaOとCa(OH)2を区別して示すこ

ととした。なお，日本鉄鋼協会推奨法の分析方法の概要を以下に示す。 

1) エチレングリコールで試料中のフリーライムおよび水酸化カルシウムを抽出し，カル

シウム濃度を ICP発光分光分析法又はフレーム原子吸光分析法で定量し，フリーライム

＋水酸化カルシウムの含有率に換算。 

2) 試料を熱重量測定分析により，400 ℃付近の質量減少を Ca(OH)2の分解に伴う脱水とし

て減量を測定し，Ca(OH)2の含有率に換算。 

3) f-CaO はエチレングリコール抽出のものから Ca(OH)2を差し引くことで算出。 
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図-3.1 カルシウム溶出試験方法人工海水の成分分析結果 

 

表-3.1 人工海水の成分分析結果 

pH EC 

μS/cm 

Ca 

mg/L 

Mg 

mg/L 

Na 

mg/L 

K 

mg/L 

Cl- 

mg/L 

SO4
2- 

mg/L 

8.17 27,900 390 1,300 12,000 420 20,000 2,600 

 

 

３．２．２ 材料 

（１） 浚渫土砂 

11 港湾で採取された 15 種類の浚渫土砂を試験に用いた。土質性状と溶出シリカ量を表-

3.2に示す。試験時の含水比調整については後述する。 
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表-3.2 浚渫土砂の土質性状 

浚渫土 

名称 

土粒子 

密度 

（g/cm3） 

原泥 

含水比 

（%） 

液性 

限界 

 

（%） 

塑性 

指数 

 

粒度分布 （%） 強熱 

減量 

 

（%） 

シリカ 

溶出量 

（mg/g） 

礫 砂 シル

ト 

粘土 

HH-1 2.650 59.8 57.5 22.8 0.0 14.5 59.3 26.2 6.5 74 

HH-2 2.655 51.2 57.5 22.7 0.0 13.7 62.6 23.7 6.0 58 

HH-3 2.647 56.0 53.2 17.2 12.2 14.4 55.3 18.1 ― 50 

IK-1 2.708 32.1 NP ― 0.5 73.2 17.3 9.0 ― 46 

CC-1 2.645 57.5 43.4 10.8 0.0 52.5 33.0 14.5 ― 48 

TA-1 2.685 91.6 69.1 33.2 0.0 17.1 44.2 38.7 ― 70 

NS-1 2.691 139.3 93.2 59.3 0.0 5.0 60.0 35.0 9.8 66 

NN-1 2.676 53.9 43.8 18.7 1.0 13.0 56.0 30.0 5.1 34 

WW-1 2.715 41.1 31.1 6.9 0.3 42.5 39.4 17.8 ― 25 

ST-1 2.810 52.6 37.2 12.0 0.0 6.0 79.3 14.7 ― 21 

ST-2 ― 61.6 ― ― ― ― ― ― ― 28 

YS-1 2.721 84.7 81.1 47.8 0.2 24.3 27.6 47.9 10.5 65 

YS-2 2.697 ― 82.9 55.9 0,2 6.5 29.2 64.1 ― 56 

FH-1 2.671 105.9 82.4 45.1 7.1 7.5 67.2 18.2 11.8 56 

ON-1 2.683 43.1 63.4 35.1 2.1 36.3 24.0 37.6 6.5 52 

 

（２） カルシア改質材 

試験に用いたカルシウム溶出量が異なる 45 種類のカルシア改質材の性状を，表-3.3 に示

す。また，C-1 を除く 44種類の粒度分布を図-3.2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.2 実験に用いたカルシア改質材の粒度分布 
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表-3.3 カルシア改質材の性状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 表乾密度 

（g/cm3） 

f-CaO 量 

（%） 

Ca(OH)2量 

（％） 

カルシウム溶出量 

（mg/g）※()は pH 

A-1 3.39 0.6 0.2 未満 1.0 (10.24) 

A-2 3.44 0.5 0.2 未満 1.4 (10.25) 

B-1 3.18 0.7 0.2 1.4 (10.14) 

B-2 3.33 4.7 1.9 6.9 (10.28) 

B-3 2.89 6.6 1.3 3.9 (10.22) 

B-4 3.18 1.0 0.3 1.6 (10.02) 

B-5 3.33 5.6 1.8 5.7 (10.22) 

C-1 2.80 2.1 5.9 8.4 (10.21) 

C-2 3.21 ― ― 7.7 (10.20) 

C-3 3.19 3.4 2.9 17.5 (10.48) 

C-4 3.18 3.2 1.9 6.0 (10.33) 

C-5 3.18 4.2 1.4 5.8 (10.23) 

C-6 2.97 4.2 1.6 16.5 (11.08) 

C-7 2.99 3.4 2.8 20.4 (11.62) 

C-8 3.32 2.4 0.2 未満 2.9 (10.11) 

C-9 3.23 ー ― 6.1 (10.20) 

C-10 3.14 ー ― 9.7 (10.28) 

C-11 3.06 ー ― 12.6 (10.42) 

C-12 2.97 4.2 1.6 16.5 (11.08) 

C-13 2.88 4.8 1.8 20.4 (11.86) 

C-14 3.24 3.9 3.6 8.5 (10.27) 

D-1 2.92 ― ― 2.4 (9.99) 

D-2 2.92 1.5 0.3 3.0 (10.26) 

D-3 2.92 3.1 0.5 3.2 (10.10) 

D-4 3.16 6.4 2.3 11.6 (10.43) 

D-5 3.16 5.7 3.2 10.7 (10.23) 

E-1 3.15 0.6 0.2 未満 0.9 (10.19) 

E-2 3.18 2.3 1.1 5.9 (10.24) 

E-3 3.18 6.3 2.3 8.4 (10.31) 

E-4 3.09 6.6 2.8 21.3 (12.03) 

E-5 3.59 2.2 1.8 9.7 (9.97) 

F-1 2.74 ― ― 22.3 (12.21) 

F-2 3.55 4.2 0.4 2.0 (10.26) 

N-1 3.23 3.3 1.4 8.2 (10.15) 

N-2 3.27 2.5 0.5 3.4 (10.10) 

N-3 3.22 1.5 0.4 4.1 (10.10) 

G-1 2.98 ― ― 2.2 (10.15) 

G-2 3.30 ― ― 2.3 (9.97) 

G-3 3.27 5.6 0.9 4.9 (10.15) 

G-4 3.33 5.7 0.7 2.9 (10.19) 

G-5 3.33 3.6 1.0 2.3 (10.15) 

G-6 3.20 7.4 0.2 2.6 (10.23) 

H-1 3.11 ― ― 1.7 (9.84) 

H-2 3.30 3.4 0.5 2.4 (10.09) 

H-3 2.68 0.2 未満 0.2 未満 0.4 (8.94) 
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３．２．３ 強度発現特性の把握 

（１） 概要 

浚渫土砂から溶出するシリカ成分とカルシア改質材から溶出するカルシウム成分が，カ

ルシア改質土の強度発現に及ぼす影響を調査するため，表-3.4 に示す 3 シリーズの強度試

験を実施した。ここで，試験に用いた浚渫土砂の含水比は表-3.1 に示す人工海水を用いて

調整し，カルシア改質材は表乾状態のものを使用して供試体の作製を行った。浚渫土砂と

カルシア改質材をハンドミキサーで約 2 分間混合し，直形 100 mm，高さ 200 mmのプラス

チックモールドに充填した。1 回の混錬作業は約 30 kg で実施した。充填は，3 層に分けて

タッピングしながら供試体内に空隙が生じないように行った。試料充填後，モールド上面

をラップで密封し，20℃の恒温室で養生を実施した。一軸圧縮強さの測定は材令 28 日で行

い，1 つの条件につき 3 本の供試体で試験を行って，その平均値を一軸圧縮強さとした。 

 

表-3.4 実験シリーズ 

 検討内容 

Series 1 浚渫土砂から溶出するシリカ量がカルシア改質

土の強度発現に及ぼす影響を検討。 

Series 2 カルシア改質材から溶出するカルシウム量やそ

の配合割合がカルシア改質土の強度発現に及ぼ

す影響を，浚渫土砂からの溶出シリカ量の大小

に応じて検討。 

Series 3 浚渫土砂から溶出するシリカ量と，カルシア改

質材から溶出するカルシウム量が，カルシア改

質土の強度発現に及ぼす相互影響を検討。 

 

（２） シリカ成分影響に関する強度試験（Series1） 

浚渫土砂から溶出するシリカ量がカルシア改質土の強度発現に及ぼす影響を調査するた

めに，土質特性や溶出シリカ量が異なる 10 種類の浚渫土砂にカルシア改質材を混合した時

の一軸圧縮強さを求める試験を実施した。調泥含水比の幅は，24.6%～139.8%である。カ

ルシア改質材の選定においては，カルシウム溶出量が小（2.2～3.0 mg/g）・中（4.9～6.1 

mg/g）・大（6.9～8.4 mg/g）の 3 水準に区分できるように選定した。試験に用いた浚渫土砂

の調泥含水比と，その浚渫土砂に対して混合したカルシア改質材の種類を表-3.5 に示す。

ここで，カルシア改質土におけるカルシア改質材の混合率は，容積混合率で 30vol%とした。 
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表-3.5 Series 1に用いた浚渫土砂性状とカルシア改質材種類 

浚渫土 

名称 

調泥含水比（%） 

※()内は液性限界比 

使用カルシア改質材 

HH-1 59.8 (1.04 原泥) ,  

74.8 (1.3) , 86.3 (1.5) 

B-2 , C-4 , D-2 , E-2 , G-4 , G-6 

HH-3 70.4 (1.32) C-8 , C-9 

CC-1 59.3 (1.37) C-8 , C-9 

NS-1 100.0 (1.07) ,  

139.3 (1.49 原泥) , 139.8 (1.5) 

C-1 , C-2 , D-1 , G-1 

NN-1 99.5 (2.27) C-1 

ST-1 24.6 (0.66) , 31.2 (0.84) , 83.5 (2.24) N-1 , G-2 , G-3 , H-2 

ST-2 84.3 N-1 , G-3 , H-2 

YS-1 99.9 (1.23) , 105.0 (1.3) B-2 , C-1 , C-4 , D-2 , E-2 , G-3 , G-6 

FH-1 100.6 (1.22) C-1 

ON-1 99.8 (1.57) C-1 

 

（３） カルシウム成分影響に関する強度試験（Series2） 

カルシア改質土の強度発現におけるカルシア改質材からのカルシウム成分供給が強度発

現に与える影響を調査するため，表-3.6 に示すように，カルシウム溶出量が異なる 24 種類

のカルシア改質材と，含水比 74%～105%程度でシリカ溶出量が異なる 5 種類の浚渫土砂を

用いて，カルシア改質土の一軸圧縮強度試験を実施した。なお，浚渫土砂は 3 港湾から採

取されたものであり，HH-1と HH-2，及び ST-1と ST-2は同じ港湾から採取された浚渫土砂

である。カルシア改質材の混合量は，容積混合率で 30vol%を基本とし，浚渫土砂 HH-2 に

ついては容積混合率 20vol%の強度試験を実施した。ここで，カルシア改質土の固化は，セ

メントの固化反応と同様に含水比の影響を受けることが判っている 5)。また，セメント固

化処理土と同様に，土の含水影響の指標として含水比と液性限界の比でも評価される 5)。

そこで，YS-1 と HH-1 については，含水比はそれぞれ 105.0%と 74.8%であるが，含水比と

液性限界の比を 1.3 としている。また，ST-1 と ST-2 については，実験用に調泥したのでは

なく，プロジェクトへの適用性判断のために実施した試験のデータを整理した結果である。

ST-1 及び ST-2 の浚渫土砂の採取は，ダイバーが水中に潜って採取しているため，海水も一

部混ざって採取している。表-3.2 に示す含水比は，採取した浚渫土砂において，容器の中

で浚渫土砂と海水が分離していたものから海水を除いて分析した結果である。一方，本試

験に用いた表 9 の調泥含水比は，その容器中の海水と浚渫土砂を混合した材料の含水比で

あり，ST-1 は 83.5%，ST-2 は 84.3%であった。ST-2 の液性限界は未測定であるが，ST-1 の

含水比と液性限界の比は 2.2であった。 
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表-3.6  Series 2 に用いた浚渫土砂性状とカルシア改質材種類 

浚渫土 

名称 

調泥含水比（%） 

※()内は液性限界比 

使用カルシア改質材 

改質材 30vol% 改質材 20vol% 

HH-1 74.8 

(1.3) 

A-1 , A-2 , B-1 , B-2 

B-3 , C-4 , D-2 , D-4 

E-1 , E-2 , F-2 , G-6 

H-3 

 

HH-2 74.0 

(1.29) 

 B-4 , B-5 , C-5 , D-3 

D-5 , E-3 , G-5 

ST-1 83.5(2.24) C-3 , N-1 , G-3 , H-2  

ST-2 84.3 C-3 , N-1 , G-3 , H-2  

YS-1 105.0 (1.3) A-1 , A-2 , B-1 , B-2 

B-3 , C-4 , D-2 , D-4 

E-1 , E-2 , F-2 , G-6 

H-3 

 

 

（４） シリカ成分とカルシウム成分の相互影響試験（Series3） 

これまで筆者らが収集した表-3.2 に示す 10港湾 15種類の浚渫土砂について調査したカ

ルシア改質土の一軸圧縮強さについて，浚渫土砂からの溶出シリカ量とカルシア改質材か

らのカルシウム溶出量との関係を整理した。Series3 の整理には，Series 1 及び Series 2 のデ

ータとは別に，表-3.7 に示す試験ケースの結果を加えている。なお，この試験結果の整理

には，プロジェクトへの適用性判断のために実施した試験のデータを整理した結果も含ん

でいる。したがって，調泥含水比はプロジェクトで求められる含水比に応じて調泥したも

のも含んでいる。その中には，前述のように，現地で浚渫土砂を採取する際に容器内に混

ざった海水の混合や，試験タイミングの違いで容器ごとに異なる含水比の違いも含まれて

いる。 
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表 10  Series 3 に用いた浚渫土砂性状とカルシア改質材種類 

浚渫土 

名称 

調泥 

含水比 

（%） 

使用カルシア改質材 

改質材 

20vol% 

改質材 

25vol% 

改質材 

30vol% 

改質材 

35vol% 

HH-1 59.8 G-4 G-4   

74.8 G-4 G-4   

86.3 G-4 G-4   

HH-2 65.5 G-5    

73.8 B-5 , C-5 

D-5 

   

74.0 B-4 , D-3 , 

E-3 

   

74.3 G-5    

HH-3 69.8   C-6 , C-7  

70.4   C-10 , C-11 , 

C-12 , C-13 

 

IK-1 42.4    N-2 , N-3 

CC-1 59.3   C-10 , C-11 , 

C-12 , C-13 

 

59.9 C-6 , C-7  C-6 , C-7  

TA-1 84.5   C-14 C-14 

90.7   C-14  

96.7   C-14  

99.5   C-14 C-14 

104.5   C-14  

114.2   C-14  

114.8   C-14 C-14 

173.2   C-14  

201.1   C-14  

NS-1 139.3   F-1 , H-1  

139.8   F-1 , H-1  

WW-1 42.3   E-4 , E-5  

ST-1 28.1  G-2   
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３．３ 試験結果と考察 

３．３．１ 浚渫土砂からのシリカ溶出量が強度発現に及ぼす影響 

Series1 の試験について，横軸に浚渫土砂からのシリカ溶出量（mg/g）にカルシア改質土

配合における単位容積当たりの土分乾燥重量を乗じて，含水比影響を考慮するために単位

容積当たりの含水量で除したもの（以降，“間隙水に対するシリカ濃度”と記載）を図-3.3

に示す。図-3.3 では，カルシア改質材からのカルシウム溶出量に応じて，溶出小（2.2～3.0 

mg/g），溶出中（4.9～6.1 mg/g），溶出大（6.9～8.4 mg/g）の 3 ケースで整理している。ここ

で，一軸圧縮強さは，28 日養生後の試験結果である。図-3.3 より，カルシア改質材から溶

出するカルシウム量が 6.9～8.4 mg/g と大きい溶出大のケースについては，間隙水に対する

シリカ濃度が多くなると，発現するカルシア改質土の一軸圧縮強さも大きくなる傾向が確

認できる。つまり，カルシア改質土の強度発現は，浚渫土砂から溶出するシリカ量の影響

も大きく，その影響程度は 3.2.1 で示したような溶出試験の値を指標として活用できると考

えられる。なお，この特性は小門ら 6)の Amorphous Silicaが C-S-H 生成量を支配するケース

に相当すると考えられる。一方，図-3.3のカルシウム溶出量が溶出小（2.2～3.0 mg/g）のケ

ースでは，間隙水に対するシリカ濃度が増加しても Ca大ほどのカルシア改質土の強度増進

は確認できない。これは，カルシア改質土の固化反応であるポゾラン反応において，シリ

カ量に対するカルシウム不足の状態であると推察される。図-3.3 のカルシウム溶出量が溶

出中（4.9～6.1 mg/g）のケースでは，溶出小と同様にカルシウム不足の状況と推察される

が，ばらつきはあるものの溶出中の一軸圧縮強さの平均値 354 kN/m2，標準偏差 146 kN/m2

に対して，溶出小の一軸圧縮強さは平均値 162 kN/m2，標準偏差 129 kN/m2であり，標準偏

差は同程度で一軸圧縮強さは 2 倍程度の差異となっている。つまり，溶出小と比較してカ

ルシウム溶出量が大きいことから，一軸圧縮強さも「溶出中＞溶出小」の傾向となってい

ると想定される。しかしながら，現状のデータ数やばらつきを考慮すると，この傾向を確

かなものとして立証するにはさらなる実験データの蓄積が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.3 シリカ溶出量が強度発現に及ぼす影響 
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次に，浚渫土砂から溶出するシリカ溶出量の簡易判定としての指標について考察する。

浚渫土砂において，シリカは粒径が細かい粘土分から溶出すると考えられる。第 2 章の表-

2.1 で示した石灰改良のポゾラン反応は，粘土鉱物から溶出するシリカ等との反応である 7)。

一方，Toda ら 1)が示している非晶質相である生物由来からのシリカ溶出について，ナノプ

ランクトンに分類される珪藻類の大きさは 2～20 μm程度であるが，珪藻類の死後，その殻

は非晶質のため溶解が進み，径も小さくなったことで，粘土粒子に含まれている可能性が

考えられる。また，河川からの窒素やリン等の栄養塩流入等により珪藻類を含むプランク

トンの発生条件が比較的整っている場合が多い閉鎖性の港湾区域 8)では，海底付近から採

取された浚渫土砂には，シリカ成分を溶出する珪藻類等も多く含む傾向があると推察され

る。そこで，図-3.3の溶出大（6.9～8.4 mg/g）のケースについて，横軸を浚渫土砂の粒度分

布における粘土分含有率としたものを図-3.4に示す。図-3.4より，ばらつきはあるものの，

粘土分含有率が大きくなると一軸圧縮強さも大きくなる傾向が概ねある。次に，10 港湾 14

種類で採取された浚渫土砂について，シリカ溶出量と粘土分含有率の関係を整理したもの

を図-3.5に示す。図-3.5より，ばらつきはあるものの，粘土分含有率が大きく液性限界が高

いものはシリカ溶出量も大きく，粘土分含有率が小さく液性限界が低いものはシリカ溶出

量も小さいことが確認できる。このことから，カルシア改質土に用いる浚渫土砂の強度発

現能力について，１次簡易判定としては粘土分含有率を用いることが可能と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.4 粘土分含有率と強度発現の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.5 粘土分含有率と溶出シリカ量の関係 
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３．３．２ カルシア改質材からのカルシウム溶出量が強度発現に及ぼす影響 

Series2 の試験について，横軸にカルシア改質材からのカルシウム溶出量（mg/g）にカル

シア改質土配合における単位容積当たりのカルシア改質材重量を乗じて，含水比影響を考

慮するために単位容積当たりの含水量で除したもの（以降，“間隙水に対するカルシウム濃

度”と記載）を図-3.6 に示す。ここで，一軸圧縮強さは，28 日養生後の試験結果であり，凡

例は表-3.2 に示す浚渫土砂種類とシリカ溶出量(mg/g) を示す。シリカ溶出量が多い YS-1 及

び HH-1 については，間隙水に対するカルシウム濃度の増加とともに，強度が増進してい

ることがわかる。この特性は小門ら 21)の示している Portlandite が C-S-H 生成量を支配する

ケースに相当すると考えられる。一方，シリカ溶出量が少ない ST-1及び ST-2については，

間隙水に対するカルシウム濃度が増加しても強度が増進しない状態となっている。これは，

反応するシリカ量に対してカルシウム供給量が過多になっている状況と推察される。ここ

で，ST-1 と ST-2 の強度発現状況を比較すると，シリカ溶出量の大小関係に応じた強度発現

量の傾向となっている。浚渫土砂 HH-1の強度発現については，図-3.6より間隙水に対する

カルシウム濃度の値が 12 mg/g程度までは YS-1と同様に線形的に強度増進するが，12 mg/g

より大きくなると ST-1,2 と同様に強度増進がみられない。これは，シリカ量に対するカル

シウム供給量のバランスとして，カルシウム供給量が 12 mg/g 未満の範囲では供給するカ

ルシウム量に対して溶存するシリカ量が勝っておりカルシウム供給によって固化反応が進

むが，カルシウム供給量が 12 mg/g を超えると溶存するシリカ量に対して供給するカルシ

ウム量が過多となり固化反応が進まないためと推察される。ただし，間隙水に対するカル

シウム濃度が 12mg/g 以上のデータは 1 点しかないことからばらつきの影響も考えられるた

め，カルシウムとシリカの供給バランスの影響については今後に追加検討が必要である。

また，YS-1 と HH-1 の強度発現特性の比較において，YS-1 の方が溶出シリカ量が少ないに

も関わらずカルシウム供給に対する強度増進が良好な要因としては，今回のシリカ量とカ

ルシウム量のバランス影響の検討では説明ができず，他の要因が影響していると考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.6 カルシウム溶出量が強度発現に及ぼす影響 
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次に，カルシア改質材混合量の差異（20vol%と 30vol%）が一軸圧縮強さに及ぼす影響に

ついて考察する。ここで，確保できた浚渫土砂の量が十分ではなかったため，カルシア改

質材の混合量 30vol%の実験ケースには浚渫土砂 HH-1 を，混合量 20vol%のケースには浚渫

土砂 HH-2を用いた。HH-1と HH-2は同一港湾で採取されたものである。その結果を図-3.7

に示す。ここで，凡例は表-3.2 に示す浚渫土砂種類とシリカ溶出量(mg/g) を示す。カルシ

ア改質土の一軸圧縮強さは，カルシア改質材の混合率の影響を受け，混合率が小さくなる

と発現強度も小さくなることが知られている 1)が，図-3.7より，カルシウム溶出量を間隙水

に対するカルシウム濃度として表現すると，カルシア改質材の混合率の差異無しに一軸圧

縮強さと相関を得ることができることがわかる。ここで，カルシア改質土は，飽和した浚

渫土砂を構成する土粒子とその間隙に存在する水（以降，“間隙水”と記載），及び混合する

カルシア改質材から構成されている 5)。カルシア改質土の配合として，カルシア改質材の

混合割合が減少すると，相対的に浚渫土砂の割合が増加し，カルシア改質土中に存在する

間隙水の割合も増加する。その場合，カルシア改質土から溶出するカルシウム量は減って

間隙水は増加するため，間隙水に対するカルシウム濃度は小さくなる。図-3.7 において，

カルシア改質材の混合率の差異無しに一軸圧縮強さと相関を得ることができたのは，改質

材混合率の違いによりカルシア改質土中に存在する間隙水の量は異なっても，反応に寄与

するカルシウム溶出量やシリカ溶出量を間隙水に対する濃度で表現することで，単位あた

りの間隙水に対して生成される水和物の量で表現されるためと推察される。つまり，カル

シア改質材混合率が低く間隙水の量が大きいケースであっても，間隙水中の反応因子濃度

が混合率高のケースと同様であれば，間隙水中の水和物の生成量も大となり，結果として

単位あたりの間隙水中の水和物の生成量で考えると混合率高のケースと同様となるため，

発現強度も同様となると推察される。これを図-3.6 で示した ST-1 に当てはめると，浚渫土

砂から溶出するシリカ量も少ないが，表-3.6 より液性限界に対する含水比も 2.24 と高いた

め，間隙水に対するシリカ濃度が小さくなり，強度発現が低くなったと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.7 カルシア改質材混合量の違いが強度発現に及ぼす影響 
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ここで，カルシア改質材から溶出するカルシウムの源について考察する。Toda ら 1)や小

門 6)らの研究では，カルシア改質土の強度発現に寄与するカルシア改質材のカルシウム成

分は消石灰（Ca(OH)2）であるとしている。そこで，試験に用いた表-3.3 に示すカルシア改

質材について，f-CaO 及び Ca(OH)2とカルシウム溶出量の関係を整理したものを図-3.8 に示

す。図-3.8 において，相関係数を示すと f-CaO は 0.17，Ca(OH)2は 0.40 となるが，Ca(OH)2

においてばらつきの大きい溶出量や含有量の高いデータを除くと，相関係数は 0.79 となる

ことから，カルシウム溶出量は Ca(OH)2 と相関が高いことがわかる。カルシア改質材から

のカルシウム溶出は，粒子表面に存在して容易に溶出するカルシウムが対象になると考え

られる。カルシア改質材中に含まれる f-CaO は雨水等がひび割れ等から浸入して供給され

る水と接触することで Ca(OH)2 へと化学変化するが，雨水等で容易に化学変化が起きてい

る粒子表面付近の Ca(OH)2 がカルシウム溶出に寄与していると考えられる（図-3.9）。なお，

第 2 章で示した施工性改善における f-CaO が Ca(OH)2 と化学変化する消化吸水反応におい

て，カルシア改質土の場合，材料混錬時に発熱反応を感じることが無い理由にも関連して

いると考えられ, 消化吸水反応による施工性改善はメカニズムとして期待できない可能性が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.8 カルシウムの溶出量と含有量の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.9 製鋼スラグ表面付近の化学変化の概念図 
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３．３．３ 浚渫土砂からのシリカ溶出量とカルシア改質材からのカルシウム溶出量

が強度発現に与える相互影響 

10 港湾 15 種類の浚渫土砂について，含水比を調泥して実施したカルシア改質土の 28 日

養生後の一軸圧縮強さについて，横軸に浚渫土砂からのシリカ溶出量をカルシア改質土の

単位容積中の配合における間隙水濃度として表現した指標で，縦軸にカルシア改質材から

のカルシウム溶出量をカルシア改質土の単位容積中の配合における間隙水濃度として表現

した指標で表したものを図-3.10 に示す。図-3.10 の一軸圧縮強さは，250 kN/m2 以上と以下

に区別してプロットした。250 kN/m2は，マニュアル 5)において 100 kN/m2 を必要強度とし

たときの，安全率（2.5）を考慮した室内配合試験における目標強度相当である。図-3.10よ

り，浚渫土砂からのシリカ溶出量とカルシア改質材からのカルシウム溶出量において，図-

3.11 のような強度発現の領域分けができると考えられる。つまり，領域Ⅰは，シリカ量とカ

ルシウム量が共に不足することで低強度となる領域である。領域Ⅱは，シリカ量は多いが

カルシウムの供給不足により低強度となる領域である。領域Ⅲは，カルシウム供給量は十

分であるがシリカ量が不足することで低強度となる領域である。領域Ⅳは，シリカ量とカ

ルシウム量が共に十分に供給され，強度発現が良好となる領域である。この考え方で図-

3.10 を考察すると，現場強度 100 kN/m2を確保するためには，カルシウム溶出量×（改質材

量/含水量）= 5.0 mg/g，シリカ溶出量×（土分乾燥重量/含水量）= 60 mg/g で示した数値近

傍が必要溶出量の境界になる可能性があることがわかる。図-3.10 では，250 kN/m2 を強度

発現の境界としたが，今後，このデータ数を増やして強度境界を細分化することで，対象

とする浚渫土砂が目標強度を達成することができるシリカ溶出量を保有しているかどうか

の判別や，対象とする浚渫土砂から溶出するシリカ量を踏まえて目標強度達成に必要なカ

ルシア改質材からのカルシウム溶出量の設定ができるようになると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.10 シリカ溶出量とカルシウム溶出量の相互影響 
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図-3.11 シリカ溶出量とカルシウム溶出量の相互影響の概念図 

 

３．４ まとめ 

本章では，浚渫土砂に製鋼スラグを原料とするカルシア改質材を添加して強度増進した

カルシア改質土について，浚渫土砂から溶出するシリカとカルシア改質材から溶出するカ

ルシウムが一軸圧縮強さに及ぼす相互影響について評価した。得られた知見を，以下に示

す。 

 (1) 浚渫土砂から溶出するシリカ量が，カルシア改質土の強度発現に及ぼす影響を検討し

た。浚渫土砂から溶出するシリカ量の測定は，文献で示されている非晶質シリカの計

測方法を用いた。カルシア改質材から溶出するカルシウム量の測定は，環境庁告示46

号法の変法として，試料を有姿に，溶媒を人工海水に，振とう時間を 30 分に変更し

た方法で実施した。試験は，シリカ溶出量が異なる 10 種類の浚渫土砂と，カルシウ

ム溶出量が異なる 3 水準のカルシア改質材を用いた。試験の結果，カルシア改質材か

ら溶出するカルシウム量が 6.9～8.4mg/g と大きい場合，浚渫土砂から溶出するシリカ

成分が大きいほど線形的に強度が増進する傾向が見られた。これは，シリカとカルシ

ウムのポゾラン反応の結果と推察される。一方，カルシア改質材から溶出するカルシ

ウム量が 2.2～6.1mg/g と小さい場合は，浚渫土砂から溶出するシリカ量が大きくなっ

ても，強度増進は見られなかった。これは，ポゾラン反応において，シリカ量に対し

て反応するカルシウム量が不足状態であることが原因と推察される。また，浚渫土砂

からのシリカ溶出が粘土鉱物由来であることを勘案して，浚渫土砂の土質性状である

粘土分含有率について，カルシア改質土の強度発現傾向の 1 次判断指標としての活用

を検討した。その結果，１次簡易判定としては活用可能と考えられたが，今後の研究

で精査が必要である。 

 (2) カルシア改質材から溶出するカルシウム量が，カルシア改質土の強度発現に及ぼす影

響を検討した。試験は，シリカ溶出量が異なる 5 種類の浚渫土砂と，カルシウム溶出

量が異なる 24 種類のカルシア改質材を用いた。その結果，浚渫土砂から溶出するシ
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リカ量が 65～74mg/g と大きくカルシウムが律速になって強度が発現すると推定され

る範囲においては，カルシア改質材から溶出するカルシウムを増加すると，カルシア

改質土の一軸圧縮強さも線形的に増加する結果となった。これは，カルシウムとシリ

カのポゾラン反応と推察される。一方，浚渫土砂から溶出するシリカ量が 21～

28mg/g と小さい場合，カルシア改質材から溶出するカルシウムを増加しても，カル

シア改質土の一軸圧縮強さに増進は見られなった。これは，ポゾラン反応におけるシ

リカ不足と推察される。 

 (3) 浚渫土砂から溶出するシリカ量とカルシア改質材から溶出するカルシウム量が，カル

シア改質土の強度発現に及ぼす相互影響を評価し，「カルシウム溶出量×（改質材量/

含水量）」と「シリカ溶出量×（土分乾燥重量/含水量）」を軸とした図を用いることで，

強度発現を評価する指標を提案した。試験結果の整理には，10 港湾の浚渫土砂と 45

種類のカルシア改質材を用いた強度試験データを用いた.。今回の検討結果から，現

場強度 100 kN/m2 を確保するためには，カルシウム溶出量×（改質材量/含水量）= 5.0 

mg/g，シリカ溶出量×（土分乾燥重量/含水量）= 60 mg/g が必要であることを明らかと

した。なお，この評価指標の完成には，更なる試験データの拡充が必要である。 
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第４章 強度発現予測のための原材料の溶出試験方法の提案 

 

４．１ 概要 

カルシア改質土の強度性能確保を目的として，原材料であるカルシア改質材から溶出す

るカルシウム成分と浚渫土砂から溶出するシリカ成分について，工事における品質管理を

目的とした試験方法について検討を実施する。 

 

４．２ カルシウム溶出に対する試験方法の検討 

４．２．１ 実験概要 

カルシア改質土の強度発現において，カルシア改質材の強度影響因子は，カルシウム成

分溶出の源であるカルシウム含有量とその溶出表面積（粒度分布）である 1)。ここで，強

度品質管理において，2 つのパラメータで評価することは管理を難しくすると想定される

ことから，カルシア改質材から溶出するカルシウム成分を，溶出試験にて直接的に測定す

る方法を用いることとした。 

今回，カルシア改質材の有姿から溶出するカルシウム成分を測定する方法として，環境

庁告示第 46 号で定められている溶出試験方法を参考とし，試料を有姿の粒度分布とする方

法を提案した 2)。具体的な試験方法を以下に示す。 

1) 試料調整として，カルシア改質材を風乾し，円すい四分法にて縮分し，有姿で約 400g

を採取する。 

2) 溶出試験として，コック付き 10L ポリビンに試料と溶媒との重量比が 10%の割合とな

るように溶媒を添加し，調整したカルシア改質材試料を添加した後，振とう機にて所

定時間連続して振とうする。 

3) 試料液の一部を孔径 0.45μm のメンブレンフィルターを用いて吸引ろ過し，ろ過液を検

液とする。 

4) Ca 測定として，ICP 発光分光分析装置を用いて，検液の Ca 濃度を測定し，検液の Ca

濃度から溶媒の人工海水の Ca 濃度を差し引き，溶存 Ca 量を求める。  

 

ここで，上記の提案法において，カルシア改質土の強度発現を表現する指標としての適

用性については，振とう時間を 30 分，溶媒を海水として検討した知見 3)はあるが，その振

とう時間や溶媒に関する科学的検討が行われておらず，未確定の状況である。そこで，表-

4.1 に示すパラメータでカルシウム溶出挙動の検討を行った。試験に用いたカルシア改質材

は，表-4.2に示す 5 種類である。図-4.1 に 5 種類の粒度分布を示す。また，溶媒に用いた人

工海水の成分を表-4.3に示す。なお，表-4.2中には，エチレングリコール抽出 CaOを f-CaO

と Ca(OH)2 に分けることが可能な日本鉄鋼協会推奨法 4)による分析結果を示している。そ

の方法を以下に示す。 

1) エチレングリコールで試料中のフリーライムおよび水酸化カルシウムを抽出し，カル
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シウム濃度を ICP発光分光分析法又はフレーム原子吸光分析法で定量し，フリーライム

＋水酸化カルシウムの含有率に換算する。 

2) 試料を熱重量測定分析により，400 ℃付近の質量減少を Ca(OH)2の分解に伴う脱水とし

て減量を測定し，Ca(OH)2の含有率に換算する。 

3) f-CaO はエチレングリコール抽出のものから Ca(OH)2を差し引くことで算出する。 

 

表-4.1 試験パラメータ 

項目 パラメータ 

溶出時間 1 min, 3 min, 5 min, 10 min, 30 min 

1 hr, 3 hr, 6 hr, 24 hr 

溶媒 人工海水 , 純水 

 

表-4.2 カルシア改質材の材料性状 

カルシア改質材 

試料名 

f-CaO 

(wt%-dry) 

Ca(OH)2 

(wt%-dry) 

A 4.8 3.9 

B 3.6 3.9 

C 3.5 1.9 

D 3.7 0.7 

E 2.5 1.2 

F 0.8 0.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.1 試験に用いたカルシア改質材の粒度分布 

 

表-4.3 人工海水の成分分析結果 

pH EC 

μS/cm 

Ca 

mg/L 

Mg 

mg/L 

Na 

mg/L 

K 

mg/L 

Cl- 

mg/L 

SO4
2- 

mg/L 

8.17 27,900 390 1,300 12,000 420 20,000 2,600 
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計測項目は，溶出カルシウム量と pH，電気伝導度とした。また，カルシア改質材

20vol%混合におけるカルシア改質土の一軸圧縮強さ（材齢 28日）も計測した。試験に用い

た浚渫土砂の性状を表-4.4 に示す。ここで，一軸圧縮強さの供試体の作製は，カルシア改

質材は表乾状態のものを使用して，浚渫土砂とカルシア改質材をハンドミキサーで約 2 分

間混合し，直形 100 mm，高さ 200 mmのプラスチックモールドに充填することで実施した。

1 回の混錬作業は約 30 kg で実施した。充填は，3 層に分けてタッピングしながら供試体内

に空隙が生じないように行った。試料充填後，モールド上面をラップで密封し，20℃の恒

温室で養生を実施した。一軸圧縮強さの測定は材令 28 日で行い，1 つの条件につき 3 本の

供試体で試験を行って，その平均値を一軸圧縮強さとした。また，マニュアルでは標準配

合は 30vol%混合であるが，浚渫土砂から溶出するシリカ量に対してカルシア改質材から溶

出するカルシウム量が過度な供給とならないようにカルシア改質材 20vol%とした。 

 

表-4.4 浚渫土砂の性状 

項目 数値 

土粒子密度 (g/cm3) 2.627 

含水比 (%) 66.6 

液性限界 (%) 51.0 

塑性指数 13.7 

 

粒度 

分布 

礫 (%) 0.3 

砂 (%) 27.4 

シルト (%) 53.6 

粘土 (%) 18.7 

シリカ溶出量（mg/g） 

※文献法 

66 

 

４．２．２ 実験結果と考察 

溶出時間とカルシウム溶出量の関係において，図-4.2(a)に溶媒を人工海水としたケース，

図-4.2(b)に溶媒を純水としたケースの試験結果を示す。カルシア改質材 A 及び B のカルシ

ウム溶出量が多いことは共通であるが，その他のカルシア改質材のカルシウム溶出量につ

いては違いが生じる結果となった。また，いずれのケースも溶出時間が 1～6 時間でカルシ

ウム溶出量の大半が終了する結果となった。マニュアルにおけるカルシウム量はエチレン

グリコール抽出 CaO，つまり f-CaO と Ca(OH)2 の両方を考慮した量で評価することが示さ

れているが，研究事例 10) 11)では，カルシア改質土の強度発現には Ca(OH)2 の影響が大きい

ことが示されているため，Ca(OH)2 量とカルシウム溶出量の関係について，図-4.3(a)に溶媒

を人工海水としたケース，図-4.3(b)に溶媒を純水としたケースを示す。また，溶出時間と

pH の関係について，図-4.4(a)に溶媒を人工海水としたケース，図-4.4(b)に溶媒を純水とし



44 

 

たケースの試験結果を，溶出時間と電気伝導度の関係について，図-4.5(a)に溶媒を人工海

水としたケース，図-4.5(b)に溶媒を純水としたケースの試験結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 溶媒：人工海水             (b) 溶媒：純水 

図-4.2 溶出時間とカルシウム溶出量の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 溶媒：人工海水             (b) 溶媒：純水 

図-4.3 Ca(OH)2量とカルシウム溶出量の関係 
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(a) 溶媒：人工海水              (b) 溶媒：純水 

図-4.4 溶出時間と pH の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 溶媒：人工海水              (b) 溶媒：純水 

図-4.5 溶出時間と電気伝導度の関係 

 

これらの結果より，溶媒を純水としたケースは，図-4.2(b)に示すように時間経過と共に

カルシウムが溶出し，その溶出量は Ca(OH)2 量が 0.7 wt%-dry の D のデータを除いて

Ca(OH)2 量と概ねの相関関係が見られる（図-4.3(b)）。また，そのカルシウム溶出によって，

pH（図-4.4(b)）と電気伝導度（図-4.5(b)）も上昇する挙動を示しており，これは一般的な

純水に対する溶出挙動と推察される。一方，溶媒を海水としたケースでは，図-4.2(a)のカ

ルシウム溶出挙動において，純水を溶媒とした結果と比較すると試料 D,E,F が Ca(OH)2 量

の差異に応じた溶出量の挙動となっていないことが観察される。図-4.3(a)のCa(OH)2量とカ

ルシウム溶出量の関係では，強度発現への影響が大きいと考えられる Ca(OH)2 量に応じて

カルシウム溶出量が多くなる相関は見られるものの，図-4.3(b)の溶媒を純水としたケース

の方がばらつきの少ない Ca(OH)2 量とカルシウム溶出量の相関となっている。図-4.4(b)の

pH についても，溶媒が純水のケースのように全てのケースにおいて溶出開始直後に pH=12

近傍まで上昇することは無かった。これは，溶媒である海水のpH緩衝効果と推察される。

つまり，試料 A,B のように Ca(OH)2 量が多いと水酸化物イオン OH-の供給も多くなり海水
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の pH緩衝能も直ぐに破過するが，他の試料では水酸化物イオン OH-の供給が少ないために

pH 緩衝効果が現れていると想定される。図-4.5(b)の電気伝導度についても，溶媒が純水の

ケースのように溶出時間経過と共に増加するカルシウム溶出量にしたがって上昇する傾向

ではなく，人工海水を溶媒とすると電気伝導度は増減する挙動を示しており，これは

Ca(OH)2の溶出によってカルシウムイオンCa2+と水酸化物イオンOH-が供給される一方，海

水中のイオンと反応して沈殿物が生じている可能性が想定される。 

図-4.4 や図-4.5 において上記の pH や電気伝導度で海水との反応が想定されたことから，

溶媒を人工海水としたケースでは，カルシウムの溶出に対して，人工海水中の成分との反

応が生じることで，溶媒を純水としたケースとの挙動の差異が生じているものと推察され

る。なお，電気伝導度の挙動から考えると，溶出したカルシウムと人工海水中の成分との

反応については，例えば Mg(OH)2 やフリーデル氏塩，エトリンガイト等 2)の生成が想定さ

れる。 

カルシウム溶出量と一軸圧縮強さの関係について，図-4.6(a)に溶媒を人工海水としたケ

ース，図-4.6(b)に溶媒を純水としたケースを示す。図-4.6 中には，10 分，30 分，24 時間 に

対する回帰線を記載している。なお，前述のように振とう時間 30 分（溶媒：人工海水）で

はカルシウム溶出量と一軸圧縮強さに相関があることが判っている 3)。また，図-4.6(a)及び

図-4.6(b)において，各溶出時間毎に求めた回帰線の相関係数を表-4.5 に示す。表-4.5 より，

発現強度と相関が高いケースは，溶媒を人工海水とし，溶出時間を 10 分～1 時間としたケ

ースであることがわかる。これは，短時間の溶出では，各材料からの溶出量と，その溶出

の容易性である溶出速度を比較できる状態であるが，溶出時間が長くなり溶出の大半が終

了した状態では，溶出量（含有量）のみを比較することとなる。表-4.5 より溶出時間が短

時間の溶出量が一軸圧縮強さと相関が高いという結果から，カルシア改質土の材令 28 日程

度での強度発現の傾向は，カルシウム溶出量に加えてそのカルシウム溶出の容易性（溶出

速度）も強度発現の影響因子であると考えられる。よって，図-4.6及び表-4.5では，溶出時

間が長くなるにつれ相関も悪くなる傾向になっているものと推察される。図-4.7 に，図-4.6

の横軸を溶出時間（分）で除して溶出速度とした結果を示す。表-4.6 には，その相関係数

を示す。図-4.7及び表-4.6より，全体的にはカルシア改質土の発現強度と溶出速度は概ねの

相関があることが判る。その中でも，発現強度と相関が高いのは，溶媒を人工海水とし，

溶出時間は 1 時間以下である。ここで溶媒について，カルシア改質土に用いる浚渫土砂は

海域から採取されたものであり，間隙水は海水であることから，カルシア改質材からのカ

ルシウム溶出挙動は今回の検討における人工海水に近いと想定され，海水中の各成分と溶

出カルシウムとの反応も溶出速度に影響を与えると考えられることから，カルシア改質土

の発現強度との相関も高くなったものと推察される。 
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(a) 溶媒：人工海水              (b) 溶媒：純水 

図-4.6 一軸圧縮強さとカルシウム溶出量の関係 

 

表-4.5 一軸圧縮強さとカルシウム溶出量との相関係数 

 溶媒：人工海水 溶媒：純水 

10 min 0.959 0.725 

30 min 0.950 0.631 

1 hr 0.946 0.732 

3 hr 0.897 0.651 

6 hr 0.778 0.739 

24 hr 0.708 0.444 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 溶媒：人工海水              (b) 溶媒：純水 

図-4.7 一軸圧縮強さとカルシウム溶出速度の関係 
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表-4.6 一軸圧縮強さとカルシウム溶出速度との相関係数 

 溶媒：人工海水 溶媒：純水 

10 min 0.960 0.725 

30 min 0.950 0.631 

1 hr 0.946 0.732 

3 hr 0.897 0.651 

6 hr 0.777 0.739 

24 hr 0.708 0.445 

 

以上のことから，カルシア改質材の固化能力を判定するには，溶出試験の溶媒を人工海

水とし，振とう時間は 10 分から 1 時間程度とすることが良いと考えられる。そこで，4.2.1

で示したカルシア改質材からカルシウム溶出量を判断する実験方法について，「溶媒：人

工海水，振とう時間 30 分」とする方法が適当と判断した。 

 

４．３ シリカ溶出に対する試験方法の検討 

４．３．１ 実験概要 

浚渫土砂から溶出するシリカ成分は，マニュアルでは粘土鉱物から溶出する前提となっ

ているが，Toda ら 5)や Kakihara ら 6)の研究では，珪藻等に起因する生物由来や火山ガラス

由来の非晶質相からのシリカ溶出がカルシア改質土の強度発現に大きな影響を与えている

ことを示している。第 2章 表-2.5の文献 5) 7) に示されているシリカ成分の抽出方法（以降，

文献法と記載）を以下に示す 8)。 

1) 浚渫土を凍結乾燥する。 

2) 90 秒間乳鉢で摩砕した浚渫土 50 mg を 50 ml 遠沈管に入れた後，10% H2O2 5 ml を添加

し 30 分静置する。 

3) 1M HCl 5 ml を添加し超音波分散機で 10 分分散した後に，30分静置する。 

4) 超純水 20 ml を足し，3000 rpmで 8 分遠心分離する。 

5) 上澄みを捨てた後，60℃の恒温炉で一晩放置し湿り気が残る程度に乾燥する。 

6) 翌日，2 M Na2CO3 40 ml を遠沈管に添加し，超音波分散機で十分に分散させた後，85℃

の恒温炉に 5時間静置する。（2 時間後，4 時間後に取り出し，攪拌。） 

7) 5時間経過後，3000 rpmで 8分間遠心分離し，上澄みのシリカ濃度をモリブデンブルー

法で測定する。 

 

これに対して，工事管理等に使える技術を目指して，簡易な溶出試験方法を試すことと

した。この試験方法は，粘土鉱物に含まれる非晶質成分からの溶出を対象とするのでは無

く，非晶質成分を多く含有してシリカ溶出量も多い浚渫土砂は，浚渫土砂の間隙水中に溶

出しているシリカ成分も多いと仮定し，間隙水中のシリカ成分を測定することを想定した
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試験である。 

その試験方法（以降，提案法と記載）を以下に示す（図-4.8）。 

1) 試料調整として，浚渫土砂を 50g-wet程度分取し，凍結乾燥器を用いて凍結乾燥した後，

試料をほぐして貝殻や木くず等の異物を除去して，メノウ乳鉢で摩砕する。 

2) 検液抽出として，試料調整した浚渫土砂を 100ml ビーカーに 10g 分取し，ビーカー内

に撹拌子を投入して，試料と溶媒の重量比が 10%の割合となるように超純水を添加し

た後，pH計をビーカー内の溶液に浸漬してマグネチックスターラーを用いて pHが安定

するまで 7 分間程度撹拌して，孔径 0.45μm のメンブレンフィルターを用いて吸引ろ過

したものを検液とする。 

3) 検液に対して，SiO2濃度を測定する。ここでは，JIS K 0101 44.1.2 モリブデン青吸光光

度法に準拠する。その SiO2濃度を Si 換算する（溶存 Si(mg/L)=SiO2(mg/L)×Si/SiO2）。な

お，検液からの溶存 Si検出は，ICP 発光分光分析装置を用いることも可能である。 

ここで，水中での浚渫土砂の撹拌に関して，溶液が安定になる（平衡になる）ことの確

認のための指標として，pH を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.8 提案法の試験方法 

 

浚渫土砂からのシリカ溶出の試験は，上記の提案法に加えて，比較として文献法も実施

した。試験に用いた浚渫土砂を表-4.7 に示す。また，両溶出試験方法について，カルシア

改質土の一軸圧縮強さとの関係を確認するため，表-4.8 に示すケースで強度発現状況を確

認した。なお，混合するカルシア改質材は，カルシウム溶出量不足とならないように溶出

量が多いものを用いて，混合率はマニュアルにおける標準配合の 30vol%，試験材令は 28

日とした。 
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表-4.7 浚渫土砂の土質性状 

浚渫土 

名称 

土粒子 

密度 

（g/cm3） 

原泥 

含水比 

（%） 

液性 

限界 

（%） 

塑性 

指数 

 

粒度分布 （%） 強熱 

減量 

（%） 

シリカ溶出量 

（mg/g） 礫 砂 シルト 粘土 

文献法 提案法 

HH-1 2.650 59.8 57.5 22.8 0.0 14.5 59.3 26.2 6.5 74 0.032 

HH-2 2.655 51.2 57.5 22.8 0.0 13.7 62.6 23.7 6.0 58 0.032 

HH-3 2.647 56.0 53.2 17.2 12.2 14.4 55.3 18.1 ― 50 0.025 

IK-1 2.708 32.1 NP ― 0.5 73.2 17.3 9.0 ― 46 0.017 

CC-1 2.645 57.5 43.4 10.8 0.0 52.5 33.0 14.5 ― 48 0.017 

TA-1 2.685 91.6 69.1 33.2 0.0 17.1 44.2 38.7 ― 70 0.030 

NS-1 2.691 139.3 93.2 59.3 0.0 5.0 60.0 35.0 9.8 66 0.031 

NN-1 2.676 53.9 43.8 18.7 1.0 13.0 56.0 30.0 5.1 34 0.012 

WW-1 2.715 41.1 31.1 6.9 0.3 42.5 39.4 17.8 ― 25 0.007 

ST-1 2.810 52.6 37.2 12.0 0.0 6.0 79.3 14.7 ― 21 0.010 

ST-2 ― 61.6 ― ― ― ― ― ― ― 28 0.021 

YS-1 2.721 84.7 81.1 47.8 0.2 24.3 27.6 47.9 10.5 65 0.042 

YS-2 2.697 ― 82.9 55.9 0.2 6.5 29.2 64.1 ― 56 0.044 

FH-1 2.671 105.9 82.4 45.1 7.1 7.5 67.2 18.2 11.8 56 0.033 

ON-1 2.683 43.1 63.4 35.1 2.1 36.3 24.0 37.6 6.5 52 0.045 

 

表-4.8 一軸圧縮強さの試験ケース 

 

浚渫土砂種別 

 

試験時含水比 

 

（%） 

実験に用いた 

カルシア改質材の 

カルシウム溶出量 

（mg/L） 

HH-2 74.8 710 

NS-1 100.0 870 

NS-1 139.3 790 

NS-1 139.8 790 

NN-1 99.5 790 

TS-1 83.5 850 

YS-1 99.9 870 

YS-1 105.0 710 

FH-1 100.6 870 

ON-1 99.8 870 
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４．３．２ 実験結果と考察 

浚渫土砂から溶出するシリカ成分の比較として，図-4.9 に文献法と提案法の分析結果を

示す。図-4.9 より，提案法は文献法と相関があることがわかる。図-4.10 に文献法によるシ

リカ溶出量と一軸圧縮強さの関係を，図-4.11 に提案法によるシリカ溶出量と一軸圧縮強さ

の関係を示す。なお，図-4.10及び図-4.11の横軸は，シリカ溶出量（mg/g）にカルシア改質

土配合における単位容積当たりの土分乾燥重量を乗じて，含水比影響を考慮するために単

位容積当たりの含水量で除したもの（間隙水に対するシリカ濃度）としている。図-4.10 よ

り文献法は特異点があるもののシリカ溶出量と一軸圧縮強さに相関が見られるが，図-4.11

より提案法であっても同様に一軸圧縮強さとの概ねの相関が確認された。また，シリカ成

分は浚渫土砂の粘土分から溶出するが，図-4.10の文献法及び図-4.11の提案法のいずれもシ

リカ溶出量が高いものは粘土分含有率が高い浚渫土砂であることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.9 文献法と提案法のシリカ溶出量比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.10 文献法のシリカ溶出量と一軸圧縮強さの関係 
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図-4.11 提案法のシリカ溶出量と一軸圧縮強さの関係 

 

ここで，図-4.10及び図-4.11においてシリカ溶出量が多くなると一軸圧縮強さが高くなる

傾向があるが，強度発現のばらつきも大きくなる傾向が見られる。これは，浚渫土砂の粘

土分が多くなると，式(1)に示すポゾンラン反応の他に，マニュアルに示されているカルシ

ウムアルミネート系化合物の水和反応による水和物（AFm）など他の影響因子も強度発現

に寄与している可能性が考えられる。 

Ca(OH)2 + SiO2 + nH2O → C-S-H              (1) 

なお，カルシア改質土の一般的な必要強度は 20～300 kN/m2 程度であり，例えば図-4.10

では特異点を除くと横軸の実験確認範囲が 25～65mg/gとなるが，強度予測の範囲として実

用に耐えうると考えられる。また，図-4.10 の特異点は表-4.7 の HH-1 であり，今回の試験

での文献法によるシリカ溶出量は 74 mg/g であったが，同一箇所で別の機会に採取された

浚渫土砂 HH-2 と HH-3 について実施した測定では，文献法によるシリカ溶出量は 58 mg/g

と 50 mg/g であった。この特異点について，文献法によるシリカ溶出量を 50 mg/g と仮定す

ると，図-4.10 の特異点の横軸の値が 67 mg/g となり，相関のデータ群に入ることとなるた

め，この特異点は浚渫土砂のばらつきの影響と推察される。 

浚渫土砂は，採取方法により性状が異なるため，土質性状確認や配合試験においては注

意が必要であることが分かっている 9)。また，工事現場での日々の品質管理を想定すると，

土運船内の数百 m3の浚渫土砂から 50g を採取することとなり，採取箇所でシリカ溶出量が

ばらつく可能性がある。よって，今回の結果からばらつきを考慮した品質管理を実施する

ためには，複数採取データの平均化や複数採取試料の縮分による分析等で対応していく必

要があると考えられる。このようなばらつきへの対応をすることで，対象とする浚渫土砂

について，強度発現傾向の 1 次確認としては，前述のように浚渫土砂中の間隙水に溶出し

ているシリカ量と想定されるが，ビーカー内での 7 分程度の撹拌で抽出したシリカ溶出量

を用いることが可能であることが示唆された。文献法の分析は専門性が高く，工事現場で
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容易に日々の品質管理に用いることは困難と思われるが，提案法は SiO2 濃度の分析等に装

置は必要であるものの，工事現場近傍の分析業者に依頼することで短時間に測定が可能と

考えられ，今後の SiO2 濃度分析のパックテスト等による簡易化検討も含めて，カルシア改

質技術の発展に現場品質管理面から寄与する技術と考える。 

 

４．３．３ 工事での適用検討 

提案法の工事への適用性を確認するため，文献 9)で示されている工事において，提案法

による浚渫土砂からのシリカ溶出量とカルシア改質土の一軸圧縮強さの関係を調査した。

この工事（単一現場）におけるカルシア改質土の品質管理は毎日実施されており，浚渫土

砂の含水比測定も実施されていたことから，その一部の浚渫土砂 40 試料を受領して提案法

によるシリカ溶出量を測定すると共に，工事で実施された一軸圧縮強さとの関係を整理し

た。 

図-4.12 にシリカ溶出量と一軸圧縮強さの関係を示す。図-4.12 の横軸は，シリカ溶出量

（mg/g）にカルシア改質土配合における単位容積当たりの土分乾燥重量を乗じて含水比影

響を考慮するために単位容積当たりの含水量で除したもの，つまり含水比で除したもので

表している。また，図-4.12は有機物含有量の指標としての CODの値（mg/g-dry）について

範囲で分類している。ここで，COD は下記で測定している。なお，検液の抽出方法につい

ては，今後に簡易化を目的とした改善の余地があると考えている。 

1) 500 ml ポリビンに浚渫土砂 25 g-wet および超純水 250 ml を添加し，NaOH 溶液を用い

て pH 12 に調整する。 

2) 200 rpm で 6 時間振とうし，振とう中は適宜 ph 調整する。振とう後，ろ過し，ろ液を

CODcr（JIS K 0102）分析に供する。 

3) 分析値を浚渫土砂乾燥重量当たりの有機物抽出量（mg/g-dry）として算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.12 実工事における提案法の適用結果 
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図-4.13 シリカ溶出量と COD の関係 

 

図-4.12 より，ばらつきはあるものの概ねの右肩上がりの相関が見られ，提案法によるシ

リカ溶出量が少ない浚渫土砂を用いたカルシア改質土の強度発現は小さいことがわかる。

ここで，図-4.12 より強度発現は COD の大小の影響も受けていることがわかる。そこで，

提案法のシリカ溶出量と CODの関係について，今回の現場試料と本現場において事前にプ

ロジェクトへの適用性を判断するために採取した浚渫土砂試料の試験結果，及び過去のプ

ロジェクトへの適用性判断の調査で得られた他 12 港湾で採取された浚渫土砂試料の試験結

果について整理したものを図-4.13に示す。図-4.13より，他海域を含む全体としては提案法

のシリカ溶出量と CODには明確な相関は見られないが，今回の現場に限っては相関が見ら

れる状況であった。このことも，図-4.12の結果に影響していると考えられる。図-4.12にお

けるばらつきの原因は，有機物含有量の影響が考えられ，土運船内（容量 300 m3）の浚渫

土砂に含有される有機物含有量にはばらつきがあるものと推定される。また，混合するカ

ルシア改質材のばらつきも影響因子の一つと考えられる。このようにばらつきはあるもの

の，工事管理における 1 次評価への活用を想定すると，文献法と比較して検査時間とコス

トを抑えた本評価方法は有効であると考えられる。つまり，シリカ溶出量が低くて含水比

が高い浚渫土砂を適用する場合（図-4.12 の横軸が小さい値の場合）には，浚渫土砂中の含

水を脱水することは困難であるため，強度低下への対策としてカルシア改質材の混合率増

加やシリカ供給材の添加等の対策が必要という判断が可能になると考えられる。なお，前

述のように，浚渫土砂のばらつきに対する複数の採取試料や分析値の平均化等の処置は必

要と考える。またシリカ供給材の探索については今後の課題であるが，非晶質シリカを含

むという点では火山灰等の活用も可能性があると考えられる。 

ここで，想定される工事現場での使用事例を以下に示す。マニュアルでは，カルシア改

質土の工事現場での強度管理は，毎日供試体を作成して，養生 7 日の一軸圧縮強さから養

生 28 日の一軸圧縮強さを予測して，カルシア改質材の混合率増加等の対処を実施すること
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が示されている。しかし，供試体作成は土運船に対して 1 隻/日しかできず，強度判明まで

7 日の養生期間も必要となる。そこで，今回の提案法を用いることで，土運船毎に強度発

現予測の傾向を短期間に把握することが可能となる。その一軸圧縮強さの傾向予測につい

て，マニュアルに記載の設計強度に対する安全率や不良率を考慮した現場管理強度と比較

して，連続して低い一軸圧縮強さが予測される場合は，強度増進対策を検討して実行する

ことと考えている。 

 

４．４ まとめ 

本章では，浚渫土砂に製鋼スラグを原料とするカルシア改質材を添加して強度増進した

カルシア改質土について，施工時の強度品質管理を目的として，カルシア改質材から溶出

するカルシウム量と浚渫土砂から溶出するシリカ量の測定法について提案と評価を行った。

得られた知見を，以下に示す。 

(1) カルシア改質材から溶出するカルシウム量の測定として，環境庁告示第 46 号で定め

られている溶出試験方法を参考とし，溶媒（人工海水，純水）と溶出時間（1min, 

3min, 10min, 30min, 1hr, 3hr, 6hr, 24hr）をパラメータとした試験を行うことで一軸圧縮

強さとの関係を整理した。その結果，溶媒の差異としては，pH と電気伝導度の挙動

が大きく異なり，影響因子として人工海水中の成分と溶出したカルシウムの反応で

生成する Mg(OH)2 やフリーデル氏塩等の生成が影響していると想定された。一軸圧

縮強さとカルシウム溶出量及び溶出速度の関係では，相関係数が 0.95 近傍で高い相

関が得られたケースは，溶媒が人工海水で，溶出時間が 10min～1hr のケースであっ

た，そこで，カルシア改質材から溶出するカルシウム量を指標化するための測定方

法として，試料を有姿の粒度分布とした状態で，溶媒を人工海水に，振とう時間を

30 分間とする方法を提案した。 

 (2) 3 章で用いた浚渫土砂から非晶質シリカを溶出させる文献法は，現場管理に活用す

るには難しい方法であった。そこで，浚渫土砂から溶出するシリカ量の測定法につ

いて，試料をビーカー内で 7分程度撹拌して検液を作成する方法を考案し，一軸圧縮

強さとの相関について既往の文献法との比較を実施することで，その有効性を検討

した。試験に用いた浚渫土砂は 15 種類で，文献法のシリカ溶出量の範囲は 21～

74mg/g の範囲である。なお，提案法のシリカ溶出量は，その試験形態から，浚渫土

砂中の間隙水に溶出しているシリカ量を計測していると推察している。試験の結果，

ばらつきはあるものの，文献法と提案法のシリカ溶出量には相関が見られた。また，

文献法と同様に，提案法のシリカ溶出量が増加するとカルシア改質土の一軸圧縮強

さも増加する傾向が見られた。更に，文献で示されている函館湾でのカルシア改質

土工事で採取された浚渫土砂とカルシア改質土の一軸圧縮強さの関係を，提案法で

整理することを試みた。その結果，有機分（COD）の影響はあるものの，提案法の

シリカ溶出量と一軸圧縮強さに相関があることを示した。これらを考慮して，提案
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法のシリカ溶出量を強度管理の 1次判断として用いることを提案した。 

 (3) 今回の提案法は，まだ実際の工事での活用の実績が少ないため，今後の工事で適用

性を検証して，試験方法の改定を含めてデータを積み重ねていく必要がある。また，

提案法の SiO2 濃度分析には特殊な計測機器が必要なため，工事現場で計測可能な簡

易化についても今後の課題である。 
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第５章 流動性低下のメカニズム解明と実海域工事への特性活用 

 

５．１ 概要 

カルシア改質土の材料混合直後の流動性低下のメカニズムとしては，カルシア改質材に

よる吸水効果と粒度改善効果と言われている1)が，その効果を具体的に確認した事例は無

く，第2章 表-2.2におけるイオン交換反応も期待されると考えられため，カルシア改質土の

材料混合直後の流動性低下のメカニズムと濁り抑制に関する特性把握について検討する。 

また，フレッシュなカルシア改質土の流動性低下をスランプ値（JIS A 1106）を指標とし

て表現できることが知られている 2), 3)が，施工現場毎の条件に応じた施工検討ができる技

術レベルには達していない。そこで，近年に発達している流動解析技術を用いて，カルシ

ア改質土の流動性評価が必要となる施工検討への適用性について検討する。 

 

５．２ 流動性低下メカニズムと水中施工時の濁り抑制効果 

５．２．１ 実験概要（使用材料） 

（１） 浚渫土砂 

試験に使用した浚渫土砂 5 種類を表-5.1 に示す。今回，イオン交換反応を検討するにあ

たり，一部の浚渫土砂についてはゼータ電位と陽イオン交換容量(JGS 0261)を測定した。

ゼータ電位は，以下の方法で計測した。なお，後述に浚渫土砂以外の試験材としてカルシ

ア改質材及びカルシア改質土のゼータ電位を計測しているが，同様の試験方法で計測して

いる。 

1) 試験材 100 mg を対象水（人工海水）で満たしたビーカー（1L）に静かに投入する。 

2) 投入後静置し，1分経過後，シリンジを用いて上澄みを回収する。 

3) 採取した上澄み液を用いて，濁度，ゼータ電位を測定する。ゼータ電位は，電圧 2.0V で

100点程度測定し，その平均値を用いた。 

 

また，今回，海域から採取された天然の浚渫土砂にはばらつきが存在することを考慮し

て，模擬浚渫土砂を作製して実験に使用した。模擬浚渫土砂の作製は，これまで筆者らが

実験に用いた天然の浚渫土砂の平均的な物性である砂分含有率 20%，シルト分含有率 30%，

粘土分含有率 50%，含水比 100%を目標として，ベントナイト 85%と標準砂 15%及び人工

海水を混合することで作製し，実際の分析値は表 2 であった。 
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表-5.1 浚渫土砂の土質性状 

浚渫土 

名称 

土粒子 

密度 

（g/cm3） 

原泥 

含水比 

（%） 

液性 

限界 

（%） 

塑性 

指数 

粒度分布（%） ゼータ 

電位 

（mV） 

CEC（陽イオン交換

容量） 

(meq/100g-dry) 

礫 砂 シルト 粘土 

HH-1 2.647 56.0 53.2 17.2 12.2 14.4 55.3 18.1 -86 ― 

HH-2 2.619 67.5 56.1 17.8 0.2 19.7 58.8 21.3 -56 26.0 

HA 2.651 249.5 133.3 88.2 0.0 2.3 44.7 53.0 -74 ― 

CC 2.645 57.5 43.4 10.8 0.0 52.5 33.0 14.5 ― ― 

模擬 2.616 109 93.3 60.1 0.0 19.6 35.1 45.3 -44 93.6 

 

（２） カルシア改質材 

試験に使用したカルシア改質材 6 種類を表-5.2 に示す。今回，カルシア改質材について

も，イオン交換反応を検討するために前述(1)の方法でゼータ電位を測定した。表-5.2 中の

f-CaO と Ca(OH)2は，以下の方法で測定している 4)。 

1) エチレングリコールで試料中の f-CaO および Ca(OH)2 を抽出し，カルシウム濃度を ICP

発光分光分析法又はフレーム原子吸光分析法で定量し，f-CaO＋Ca(OH)2 の含有率に換

算。 

2) 試料を熱重量測定分析により，400 ℃付近の質量減少を Ca(OH)2 の分解に伴う脱水とし

て減量を測定し，Ca(OH)2の含有率に換算。 

3) f-CaO はエチレングリコール抽出のものから Ca(OH)2を差し引くことで算出。 

 

表-5.2 中のカルシア改質材からのカルシウムイオンの溶出量は，下記で計測した。 

1) 試料調整として，カルシア改質材 5 kg を風乾し，円すい四分法にて縮分し，有姿で約

400gを採取。 

2) 溶出試験として，コック付き 10L ポリビンに試料と溶媒との重量比が 1:9 の割合となる

ように人工海水を添加し，調整したカルシア改質材試料を添加した後，振とう機にて

30 分間連続して振とう。 

3) 試料液の一部を孔径 0.45μmのメンブレンフィルターを用いて吸引ろ過し，ろ過液を検液

とする。 

4) カルシウム測定として，ICP 発光分光分析装置を用いて，検液のカルシウム濃度を測定

し，検液のカルシウム濃度から溶媒の人工海水のカルシウム濃度を差し引き，溶存カ

ルシウム量を求める。  

 

また，今回の試験において，カルシア改質材の粒度改善効果とカルシウムイオン溶出に

よるイオン交換反応を分離することを目的に，表-5.2 中に示す天然骨材も使用している。

その粒度分布を図-5.1 に示す。この天然骨材は，アスファルト用砕石とコンクリート用砂
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材を混合したものである。 

 

表-5.2 カルシア改質材の性状 

改質材 

名称 

表乾密度 

（g/cm3） 

f-CaO 量 

（%） 

Ca(OH)2量 

（%） 

カルシウム溶出量 

（mg/L） 

ゼータ電位 

（mV） 

A 3.34 5.3 1.2 1300 45 

B 2.86 6.3 2.3 870 -5 

C 3.14 3.4 0.7 1000 ― 

D 3.06 3.8 1.1 1300 ― 

E 2.97 4.3 1.4 1700 ― 

天然 2.71 ― ― ― ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.1 天然石の粒度分布 

 

５．２．２ 実験概要（試験内容） 

（１） イオン交換反応におけるゼータ電位変化 

カルシア改質土において，浚渫土砂にカルシア改質材を混合した際のイオン交換反応を

確認するため，原材料と混合材料（カルシア改質土）によるゼータ電位と濁度を計測した。

試験ケースを表-5.3 に示す。ゼータ電位と濁度の計測は，5.2.1(1)と同一の方法で実施した。 
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表-5.3 イオン交換反応におけるゼータ電位変化の試験ケース 

分類 
試験 

ケース 

浚渫土砂 カルシア改質材 

種類 混合割合

（vol %） 

種類 混合割合

（vol %） 

浚渫土砂 

単独 

1-1 HH-1 100 ― 0 

1-2 HA 100 ― 0 

混合材 

の影響 

1-3 HH-1 70 A 30 

1-4 HA 70 A 30 

1-5 HH-1 70 B 30 

1-6 HA 70 B 30 

混合割合 

の影響 

1-7 HH-1 80 A 20 

1-8 HH-1 60 A 40 

 

 

（２） 流動性抑制のメカニズム把握 

カルシア改質土の流動性抑制効果のメカニズムを定量的に把握するため，カルシア改質

材の添加で生じる粒度改善効果と吸水効果，イオン交換反応の 3 要因の寄与度を把握する

ことを目的に，表-5.4と表-5.5に示す改質材混合率，改質材の吸水率，及びカルシウム供給

量（カルシア改質材からのカルシウム溶出量）を変化させたケースでスランプ試験を実施

した。試験の概要を図-5.2に示す。浚渫土砂として HH-2と模擬浚渫土砂を用い，カルシア

改質材として固化反応に寄与しない天然骨材を使用した。カルシア改質材（天然骨材）の

混合率は，20%, 30%, 40%で変化させた。カルシア改質材が吸水することによる含水比の変

動は，カルシア改質材（天然骨材）混合率 30vol%を基本として，カルシア改質材の表乾状

態の含水比と自然含水比の差を 0.91%と設定し，その差と，その 1/2倍及び 2倍の水分変動

をパラメータとした。カルシア改質材からのカルシウム供給効果は，天然骨材に消石灰を

添加することで表現した。消石灰の添加量は，一般的なカルシア改質材における f-CaO や

Ca(OH)2の含有範囲を考慮して，骨材重量に対して 0.1%, 0.2% 0.3%, 0.4%, 0.5%, 1.0%, 4.0%

とした。 
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図-5.2 試験概要 

 

（３） 水槽による濁り抑制効果の把握試験 

カルシア改質土から発生する濁りの主要因である浚渫土砂の細粒分について，水中投入

時の巻き上がりを抑制するためには，カルシア改質土の粘性を大きくすることが効果的と

考えられる。泉水ら 5)はスランプ値と濁りの関係を調査し，スランプ値が 1～7cmの範囲で

SSが減少することを明らかとしているが，カルシア改質材の混合割合は30vol%固定で．混

合割合等が変化した場合の知見は少ない。そこで，カルシア改質土の濁り抑制効果につい

て，浚渫土の物性や含水比，及びカルシア改質材の混合率やカルシア改質材からのカルシ

ウム溶出量が異なる場合の影響を把握するために，水槽を用いた検討を実施した。実験は

図-5.3 に示す横 900mm，奥行 500mm，高さ 500mm の水槽に浚渫土砂とカルシア改質土を

平板を用いてスライドさせて投入し，投入から 1 分後の濁度を計測した。投入量は 5kg と

し，濁度計は水槽の底から 150mm の位置に設置した。濁度値は，別途試験にて SS に換算

した。なお，浚渫土砂は表 2 示す HH-1，HA，CC の 3 種類を用いて，HH-1 については実

工事における浚渫土砂含水比の振れ幅を考慮して，液性限界の1.15wL，1.3wL，1.5wLに調

表-5.4 流動性抑制メカニズム把握試験ケース(1) 

浚渫土砂 
試験 

ケース 

天然骨材 

混合割合 

(%) 

吸水分 

添加 

(%) 

消石灰 

添加 

(%) 

B 

2-1-1 0 ― ― 

2-1-2 20 ― ― 

2-1-3 30 ― ― 

2-1-4 40 ― ― 

2-1-5 30 0.46 ― 

2-1-6 30 0.91 ― 

2-1-7 30 1.82 ― 

2-1-8 30 ― 0.1 

2-1-9 30 ― 0.2 

2-1-10 30 ― 0.3 

2-1-11 30 ― 0.4 

2-1-12 30 ― 0.5 

2-1-13 30 ― 1.0 

2-1-14 30 ― 4.0 

 

表-5.5 流動性抑制メカニズム把握試験ケース(2) 

浚渫土砂 
試験 

ケース 

天然骨材 

混合割合 

(%) 

吸水分 

添加 

(%) 

消石灰 

添加 

(%) 

模擬 

2-2-1 0 ― ― 

2-2-2 20 ― ― 

2-2-3 30 ― ― 

2-2-4 40 ― ― 

2-2-5 30 0.46 ― 

2-2-6 30 0.91 ― 

2-2-7 30 1.82 ― 

2-2-8 30 ― 0.1 

2-2-9 30 ― 0.2 

2-2-10 30 ― 0.3 

2-2-11 30 ― 0.4 

2-2-12 30 ― 0.5 

2-2-13 30 ― 1.0 

2-2-14 30 ― 4.0 
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泥して試験に用いた。試験ケースを表-5.6 に示す。カルシア改質材の混合割合の検討は，

浚渫土砂 HH-1 を用いて実工事の浚渫土含水比の平均値に近いと想定される 1.3wL に対し

て 10vol%～40vol%に変化させ，他のケースは 30vol%混合とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.3 水槽実験の概要 
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表-5.6 室内水槽試験の試験ケース 

試験ケース 

浚渫土砂 カルシア改質材 カルシア改質土 

種類 

含水比 

（%） 

液性限界比 種類 

容積混合率 

（vol%） 

スランプ値 

（cm） 

含水比 

（%） 

3-1-0 HH-1 

62.0 1.15 

― 0 21.0 61.2 

3-1-1 HH-1 C 30 3.0 28.5 

3-1-2 HH-1 D 30 3.2 28.3 

3-1-3 HH-1 E 30 2.2 29.1 

3-2-0 HH-1 

70.0 1.30 

― 0 24.5 68.5 

3-2-1-1 HH-1 C 

10 

16.5 47.0 

3-2-1-2 HH-1 D 15.5 43.5 

3-2-1-3 HH-1 E 10.8 48.0 

3-2-2-1 HH-1 C 

20 

11.5 35.0 

3-2-2-2 HH-1 D 11.7 37.7 

3-2-2-3 HH-1 E 9.0 37.2 

3-2-3-1 HH-1 C 

30 

7.0 27.8 

3-2-3-2 HH-1 D 9.5 25.3 

3-2-3-3 HH-1 E 5.0 33.8 

3-2-4-1 HH-1 C 

40 

5.8 26.0 

3-2-4-2 HH-1 D 5.0 23.3 

3-2-4-3 HH-1 E 3.3 24.8 

3-3-0 HH-1 

81.0 1.50 

― 0 30.0 79.5 

3-3-1 HH-1 C 

30 

14.5 30.4 

3-3-2 HH-1 D 15.2 31.1 

3-3-3 HH-1 E 15.5 30.6 

3-4-0 HA 

200.0 1.60 

― 0 24.3 204.2 

3-2-4-1 HA C 

30 

16.5 45.5 

3-4-2 HA D 17.5 45.4 

3-4-3 HA E 17.5 47.7 

3-5-0 CC 

57.5 1.32 

― 0 21.0 58.6 

3-5-1 CC D 30 4.0 22.9 
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（４） 実海域投入実験 

カルシア改質土の流動性低下による濁り抑制効果を実海域で実証するために，浚渫土砂

の性状が異なる 4 種類に対してカルシア改質材混合率 30vol%で作製したカルシア改質土を

土運船から底開バージで投入した際の濁り発生状況を計測し，スランプ値との比較を実施

した。実験ケースと浚渫土砂および作製・投入したカルシア改質土の性状を表 8 に示す。

また，事例としてケース 4-3 の性状を図-5.4に示す。 

濁りの調査は，図-5.5 に示すように土砂投入地点から潮流の下流側（濁りが流れ去る方

向）の 100m 地点に測線を設け，この測線上の濁度を多項目水質計にて観測した。また，

投入した土砂を用いて別途室内試験を実施し，濁度と SSの相関式を作成した。この調査で

得た測線上の断面を通過する濁り(SS)濃度を積算し，この積算値を投入土砂による濁りの

発生量とした。具体的方法を以下に示す。 

1) 各地点・各水深帯での単位時間当たりの断面を通過する濁りのフラックス①を算定。な

お，濁りはバックグラウンド濃度を差し引いた値とする。 

   フラックス①（g/m2/s）＝各地点・各水深帯での濁り（g/m3）×断面に直行する流速

（m/s） 

2) 単位時間当たりの全断面を通過する濁り量②を算定。 

   濁り量②（g/s）＝フラックス①（g/m2/s）×各地点・各水深帯での断面積（m2） 

3) 土砂投入による濁りの発生量③（g）を算定。 

   発生量③（g）＝濁り量②（g/s）×観測時間（s） 

 

表-5.7 実海域試験のケース 

試験 

ケース 

浚渫土砂 カルシア改質土 

土質性状 

湿潤密度 

（g/cm3） 

含水比 

（%） 

湿潤密度 

（g/cm3） 

含水比 

（%） 

スランプ値 

（cm） 

4-1 粘性土 1.397 ― 1.797 28.9 14.5 

4-2 粘性土 1.419 50.8 1.803 38.2 11.5 

4-3 粘性土 1.453 47.1 1.850 34.4 8.5 

4-4 砂質土 1.922 26.4 2.130 27.3 19.0 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.4 ケース 4-3 の性状 
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図-5.5 濁り発生量の算定方法の概念図 

 

 

５．２．３ 試験結果 

（１） イオン交換反応におけるゼータ電位変化 

ケース 1-1～1-4 のカルシア改質土におけるゼータ電位と濁度の関係を図-5.6 に示す。図-

5.6中には，表-2.1 で示す各浚渫土砂単独でのゼータ電位と濁度の試験結果も示す。これよ

り，浚渫土砂 HH-1 については，カルシア改質材と混合することで負のゼータ電位がカル

シア改質材の種類に因らず小さくなり，濁度が小さくなる傾向にある。一方，浚渫土砂

HA については，カルシア改質材 B を混合したケースではゼータ電位は小さくなるが，カ

ルシア改質材 A を混合したケースでは逆にゼータ電位が大きくなり，結果として濁度の変

化も見られなかった。浚渫土砂 HA については，含水比は高いが原泥においても濁度が小

さい特性を有しているため，混合で生じたゼータ電位変化による凝集効果の影響が小さか

ったと推定される。浚渫土砂 HH-1 について，カルシア改質材 B のゼータ電位は表 3 より-

5 mV と小さいものの，混合土の負のゼータ電位は浚渫土砂単独と比較して小さくなる傾向

が見られた。ケース 1-3 と 1-5, 1-6 の結果を図-5.7に示す。これより，混合率が小さい 20%

混合においても，負のゼータ電位が小さくなって濁度が減少する効果が見られた。これら

の結果から，浚渫土砂に正のゼータ電位を有するカルシア改質材を混合すると浚渫土砂の

負のゼータ電位が小さくなり，濁り成分である微粒子同士の静電的反発が弱くなることで

凝集沈殿効果が発揮され，濁りが抑制される効果が期待できると推定される。また，その

抑制効果は，浚渫土砂の特性で変動することがわかった。 
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図-5.6 ゼータ電位と濁度の関係（材料差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.7 ゼータ電位と濁度の関係（混合率差異） 

 

（２） 流動性抑制のメカニズム把握 

カルシア改質土の流動性抑制効果のメカニズムとして考えられる粒度改善効果，吸水効

果，イオン交換反応の 3 要因の寄与度について考察する。まず，粒度改善効果の評価のた

めに骨材混合率を変化させた試験結果を図-5.8 に示す。骨材の混合率に応じてスランプ値

が低下することがわかる。これは，流動性の高い浚渫土砂が骨材に置き換えられ，骨材の

混合率増加に従って浚渫土砂の容積が少なくなることが要因であると推定される。この現

象は文献 1)で示されている粒度改善効果であり，その影響程度はスランプ値で数 cm～20 

cm 程度と混合率に応じた効果の幅が大きい。図-5.9 に，カルシア改質材の吸水効果（浚渫

土砂の減水効果）によるスランプ値の変動を示す。今回の試験では，加水量をカルシア改
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質材の表乾状態の含水比と自然含水比の差の 1/2～2 倍で変動させたが，スランプ値の変動

は数 cm 程度であった。これより，文献 1)で示されているカルシア改質材の吸水による流

動性改善効果は小さい可能性があると考えられる。図-5.10 に，カルシア改質材からのカル

シウム成分供給による凝集効果の試験結果を示す。消石灰添加量が 0.1%でも 10cm 程度の

スランプ値低下の効果があり，1.0%程度までその効果が発揮されることが判る。これより，

浚渫土砂性状の影響もあると思われるが，濁り抑制に必要なカルシア改質材中の f-CaO と

Ca(OH)2の量は 1.0%程度であると思われる。この 1.0%は文献 1)で規定されているカルシア

改質材に必要なカルシウム量の下限値であり，文献 1)の規定を満足する材料であれば，カ

ルシア改質材の凝集効果としての最低限の機能は保有していると思われる。なお，浚渫土

砂の陽イオン交換容量はHH-2と模擬浚渫土砂で 3.6倍の差があるが，図-5.10より今回の実

験では明確な影響の差異は確認できなかった。以上より，これまで文献 1)等でカルシア改

質土の粒度改善効果のメカニズムは粒度改善効果と吸水効果とされてきたが，カルシウム

イオン供給による凝集効果の影響も大きいことがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.8 混合率とスランプの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.9 骨材吸水による含水比変化とスランプの関係 
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図-5.10 カルシウム添加とスランプの関係 

 

 

（３） 水槽による濁り抑制効果の把握試験 

カルシア改質材 D を用いた場合のカルシア改質材混合率とスランプ値の関係を図-5.11 に

示す。カルシア改質材の混合率が上がるとスランプ値が低下することがわかる。図-5.12 に，

図-5.11 についてスランプ値と SS の関係で整理したものを示す。全体的にはスランプ値が

低下すると SSも低下する傾向にあるが，その低下量は浚渫土砂の性状により異なる。文献

4)ではスランプ値が 1～7cm の範囲で SS が減少するとしているが，例えば図-5.12 中の HH-

1 の 1.3 wL や 1.5 wL のように浚渫土砂の性状によってはスランプ値が 15cm 程度でも濁り

抑制効果が発揮される結果となった。図-5.13に浚渫土砂 HH-1（1.3 wL）についてカルシウ

ム溶出量とスランプ値の関係を混合率毎に整理した結果を示す。ばらつきはあるものの，

カルシウム溶出量が上がるとスランプ値は小さくなる傾向が見られた。これは，図-5.10 で

示したイオン交換反応の効果と推察される。図-5.14に，図-5.13の結果について，カルシウ

ム溶出量と SS の関係で整理したものを示す。これより，カルシウム溶出量が 1000 mg/Lか

ら 1300 mg/Lに変化すると SS も低下する傾向にあるが，カルシウム溶出量が 1300 mg/Lか

ら 1700 mg/L への変化では，SS の低下は小さくなる傾向となった。これより，浚渫土砂に

対するカルシア改質材のイオン交換反応による凝集効果には，浚渫土砂毎に効果を発揮す

るカルシウム溶出の必要量が存在することが示唆される。図-5.15にカルシウム溶出量と SS

の関係について，浚渫土砂の液性限界比毎に整理した結果を示す。これより，同一浚渫土

砂（HH-1）であれば，含水比（液性限界に対する含水比の比）が上がるとカルシウム溶出

量に応じた濁り抑制効果が発揮される状況になることがわかる。一方，HA については，

原泥から濁り発生が少ないこともあり，高液性限界比であるにも関わらずカルシウム溶出

量が濁り抑制効果に与える影響は小さかった。 

 

 



69 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.11 カルシア改質材混合率とスランプ値の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.12 スランプ値と SSの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.13 カルシウム溶出量とスランプ値の関係 
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図-5.14 カルシウム溶出量と SSの関係（混合率整理） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.15 カルシウム溶出量と SSの関係(浚渫土砂整理) 

 

（４） 実海域投入実験 

表-5.8 に投入土砂量と濁り発生原単位を，図-5.16 にスランプ値と濁りの発生原単位の関

係を示す。なお，濁り発生原単位は，3.2(4)で求めた発生量③を表-5.8 投入土砂量で除した

ものである。これより，スランプ値の低下に比例して，濁りの発生量も減少する傾向が確

認された。また，文献 6)で示されている本調査と同規模の土運船（250～500m3）での土砂

投入工による濁り発生の原単位は 10～30×10-3 (t/m3)であるのに対して，本調査で得られた

濁りの発生原単位は 0.9～5.1×10-3 (t/m3)であり，カルシア改質土による濁り発生の抑制効果

が確認された。 
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表-5.8 実海域試験の結果 

試験 

ケース 

投入土砂量 

（m3） 

スランプ値 

（cm） 

濁り発生原単位 

（t/m3） 

4-1 264 14.5 3.08×10-3 

4-2 268 11.5 1.38×10-3 

4-3 262 8.5 0.89×10-3 

4-4 225 19.0 5.11×10-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.16 実海域におけるスランプ値と濁り発生原単位の関係 

 

５．３ カルシア改質土の流動性に関する解析的検討 

５．３．１ カルシア改質土の流動性評価方法 

地盤材料の流動性については，粘性土のレオロジー特性として研究7), 8), 9)が進められてき

た．また，粘性土の流動性に関する実用化研究としては，遠心載荷試験による勾配形成研

究10)や模型試験を用いた地盤空隙充填性の研究11)等が実施されている。一方，カルシア改

質土の流動性は，これまでの研究で流動性指標の一つであるスランプ値で表現できること

が判っている。スランプ値はフレッシュなコンクリート材料の流動性を評価する指標であ

るが，フレッシュなカルシア改質土はフレッシュなコンクリートと同様に，流動部分（浚

渫土砂）と骨材（カルシア改質材）の２種類の材料から構成されており，同様の評価がで

きる可能性がある。 

フレッシュコンクリートの変形・流動性質の研究では，多くの研究でフレッシュコンク

リートはビンガムモデルに近い挙動を示すことが認められている12), 13)。ビンガムモデルと

は，図-5.17に示すように，ある応力（降伏値）までは全く変形せず，それ以上の応力に対

しては応力に比例した変形速度で流動する性質を表す。ビンガムモデルの物性は，図-5.17

示した降伏値と塑性粘度の2つのレオロジー定数で決まる。降伏値は流動し始める応力を

示し，塑性粘度は流動後の変形速度を支配する。スランプ試験におけるフレッシュコンク

リートの流動の原理を図-5.18に示す。フレッシュコンクリートには，主として自重による
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内部応力が作用している。もし，コンクリートのどの位置においても内部応力が降伏値よ

り小さい場合は，コンクリートは流動しない。一方，一部の内部応力が降伏値を超えると，

その部分に流動が生ずる．コンクリート内部に作用する応力は自重によるものであるため，

流動発生の有無は，主として試料の単位容積質量と形状に関係する。流動が進み，コンク

リートの底面が広がり，高さが低くなってくると，内部応力は次第に小さくなる。流動が

ある時点を過ぎると内部応力は全て降伏値を下回り，流動は停止する。この現象は，カル

シア改質土によるスランプ試験と同様の挙動であることから，カルシア改質土もフレッシ

ュコンクリートと同様の流動性評価で表現できると考え，ビンガムモデルによる流動解析

検討を実施した。なお，本検討では，変形速度の影響はあまり重要ではなく，最終的な流

動形状の検討に絞ることから，降伏値をパラメータとした検討とした。また，流動解析に

は，汎用ソフトANSYS Fluent VOF(Volume of Fluid) モデルを用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.17 ビンガムモデルの概要   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.18 スランプ試験の流動原理 
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５．３．２ 実験と解析の比較によるビンガムモデルの適用性検討 

（１） スランプ試験による流動性検討 

カルシア改質土の流動性検討へのビンガムモデルの適用性を検討するため，スランプ試

験による実験値と解析値の比較検討を行った。スランプ試験には，表-5.9に示す浚渫土砂 2

種類とカルシア改質材 2種類を用いた。試験ケースを表-5.10に，その密度を表-5.11に示す．

浚渫土砂は，含水比を調泥して試験を実施した。なお，試験①ではスランプ試験を通常の

気中に加えて，図-5.19 に示すように水中でのスランプ試験を実施した。水中でのスランプ

試験は，空の水槽内でスランプコーンにカルシア改質土を詰め，その後に水を張って，水

中でスランプコーンを引き上げることで実施した。 

 

表-5.9 使用材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5.10 試験ケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浚渫
土砂

ｶﾙｼｱ
改質材

CASE 1-1-気
CASE 1-1-水 水中試験
CASE 1-2-気
CASE 1-2-水 水中試験
CASE 1-3-気
CASE 1-3-水 水中試験
CASE 2-1 97.1 20
CASE 2-5 122.6 30
CASE 2-6 84.2 30
CASE 2-7 110.1 30
CASE 2-9 97.5 30

使用材料 浚渫土砂
調泥含水比

（%)

改質材
混合率
(vol%)

備考

浚渫
土砂

Ａ

改質材
Ａ

試験
②

220.0 10

220.0 30

260.0 30

浚渫
土砂

Ｂ

改質材
Ｂ

試験
①

浚渫土砂Ａ 浚渫土砂Ｂ 改質材Ａ 改質材Ｂ

湿潤密度 g/cm 3 1 .27 1 .53 ー ー

表乾密度 g/cm 3 ー ー 2 .41 3 .27

含水比 % 201 .0 80 .3 ー ー

細粒分含有率 % 98 .3 81 .6 ー ー

液性限界 % 126 .3 62 .6 ー ー

塑性限界 % 47 .2 27 .5 ー ー

塑性指数 79 .1 35 .1 ー ー

浚渫土性状 カルシア改質材
項目 単位
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表-5.11 各試験ケースの密度 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

図-5.19 水中スランプ試験の状況 

 

レオロジーモデルにおける降伏値設定には，多くの実験的方法が提案されている 14)。こ

れに対して，今回の検討では実験による設定ではなく，表-5.10 で示した各試験ケースに対

して降伏値をパラメータとした合わせこみ解析を行い，スランプ値が合致する降伏値を算

出することで実施した。解析は，図-5.20 に示すように計算領域を直径 600 mm，高さ 400 

mmの円柱とし，流動前のカルシア改質土の初期形状は上底直径 100 mm，下底直径200 mm

高さ300 mmのスランプコーン形状を模した円錐台，周囲は水もしくは空気の条件とした。

ビンガムモデルでは，せん断応力 τは式(1)で表される。 

τ=ηγ+τy      ・・・(1) 

ここで，γ はせん断ひずみ速度（計算結果），η は塑性粘度で文献 12)を参考に 100 Pa・S

と設定，τy は降伏値である。合わせこみ解析の事例として，CASE1-2 について検討した結

果を図-5.21 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.20 スランプ解析モデル 

 

 

 

CASE 1-1-気
CASE 1-1-水
CASE 1-2-気
CASE 1-2-水
CASE 1-3-気
CASE 1-3-水
CASE 2-1 1.81
CASE 2-5 1.93
CASE 2-6 1.96
CASE 2-7 1.91
CASE 2-9 2.01

試験
②

1.44

1.84

1.82

試験
①

カルシア
改質土の

密度

(g/cm3)

初期形状：円錐台 

上底直径 100mm 

下底直径 200mm 

高さ 300mm 

計算領域 

直 径 600mm ， 高 さ

400mm 

周囲：空気または水 
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図-5.21 CASE1-2 の合わせこみ解析事例 

 

試験①について，実験スランプ値とその値に合わせこんだ解析降伏値の関係を図-5.22 に

示す。また，この図-5.22に対して，気中と水中の解析降伏値を比較したものを図-5.23に示

す。この結果より，気中と水中でスランプ値は大きく異なるものの，概ね降伏値は同一の

値で表現できていることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.22 試験①のスランプ値～降伏値関係 
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図-5.23 気中と水中の降伏値比較 

 

次に，試験①と試験②の気中の結果に関して，スランプ値とその値に合わせこんだ解析

降伏値の関係を図-5.24 に示す。これより，浚渫土砂やカルシア改質材の性状や混合率が異

なるにも関わらず，スランプ値と降伏値は良い相関が得られる結果となった。これを式(2)

で示す。 

τya = -71.7×SL＋1578         ・・・(2) 

ここで，τya は解析降伏値(Pa)，SLはスランプ値(cm)を示す。図-8より，自重の影響は顕

著に見られない結果となった。これは，降伏値の変動幅が 200～1600 Paと 8 倍の差がある

ことと比較して，自重に効く単位容積質量の差が 1.3倍程度と小さいことが要因と考えら

れる。つまり，カルシア改質土の勾配形成の評価指標であるスランプ値において，その変

動パラメータである単位容積質量と降伏値のうち，単位容積質量の影響は小さいことか

ら，フレッシュなカルシア改質土の降伏値は，スランプ試験を行うことで求めることがで

きることになる。なお，本検討は流動部分（浚渫土砂）に骨材（カルシア改質材）が混合

された状態であることから，カルシア改質材の混合率が増加して，骨材同士の接触による

摩擦効果が発揮される領域になると，適用範囲外になると想定される。 
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図-5.24 気中試験におけるスランプ値～降伏値関係 

 

（２） 法面勾配試験のシミュレーション検討 

前節で，カルシア改質土をビンガムモデルで表現し，降伏値をスランプ値から設定する

ことで，カルシア改質土の流動性を評価できる可能性を示した。そこで，次に施工時の法

面勾配実験に関する解析検討を実施した。施工時の法面勾配の実験値は，文献 2)で実施さ

れた実験を対象とした。この実験の状況を図-5.27 に示す。材料として表-5.9 に示す浚渫土

砂 B とカルシア改質材 B を用い，カルシア改質土の性状は表-5.10 の試験②に示す 5 ケース

とした。また，それぞれの解析に用いた降伏値は，前節でスランプ値から求めた降伏値と

した。解析検討は，グラブバケットからフレッシュなカルシア改質土を水中に投入して，

底面上に水中落下して流動することで勾配を形成する状況をシミュレートしたものである。

解析では，1 ケースの総投入量 5 m3 を 8 回に分けて投入した。解析モデルを図-5.28 に，1

回の投入状況を図-5.29に，解析事例としてCASE2-7の投入時の堆積状況を図-5.30に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.27 実験状況 

 

 

投入時（満潮） 投入後（干潮） 
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図-5.28 解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.29 1回の投入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.30 CASE2-7 解析の各回投入による堆積状況 

 

 

 

 

側壁からグラブバケット 

までの距離 0.1m 

9.0m 

4.5m 

3.0m 

床からグラブバケット 

までの距離 1.47m 
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解析検討の結果を図-5.31（グラブバケット開閉方向）及び図-5.32（グラブバケット開閉

直角方向）に示す。これより，解析値は実験値と比較して，特にグラブバケット開閉方向

で若干小さめであるものの，実験値を概ね表現していると考えられる。CASE2-1 について

は，カルシア改質材 20vol%混合により単位容積質量が軽く，自重で作用する応力が小さい

にも関わらず，実験結果が他の実験結果と比較して緩勾配となっていることから，実験値

が特異点である可能性がある。これに対して，CASE2-1 の解析値は，周囲の 30vol%混合と

比較して単位容積質量が軽い分だけ流動が抑制されて急勾配となる想定通りの結果となっ

た。これらの結果から，カルシア改質土の流動性に関する施工検討において，スランプ値

から降伏値を算出したビンガムモデルによる流動解析は，机上での施工計画立案における

粗検討としては十分に使用できると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.31 グラブバケット開閉方向の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.32 グラブバケット開閉直角方向の結果 
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５．３．３ 消波ブロック空隙への充填検討事例 

埋め立て地等を新設・拡幅する際に，接続部の既設護岸に設置されている消波ブロック

や護岸石材について，その空隙の存在が新設する埋め立て土砂の沈下や吸出し等の原因と

なることが懸念されることから撤去する必要があるが，撤去には多大な時間と費用が必要

となるとともに，多量の撤去処分材料が発生する。これに対して，充填材を用いた空隙充

填による消波ブロック等の埋め殺しを実施する方法があるが，材料や工法を選定する際の

充填性の確認・検討の方法が，地盤改良のグラウト材 15) と同様に課題である。そこで，流

動解析を用いたカルシア改質土の消波ブロックの空隙充填検討を実施した。 

検討対象の消波ブロックは，（株）不動テトラの 6.3 t 型テトラをモデル化した。下段に

3×3 個，上段に 2×4 個を配置し，その中心からカルシア改質土を 18 m3投入した。なお，投

入方法はグラブバケットやトレミー管での打設の他，ポンプ圧送での打設のいずれでも良

いが，本検討では上部からの自然流下とした。モデル設定の概要を図-5.33 に示す。解析ケ

ースは，カルシア改質土の流動性を変化させた表-5.12 に示す 3 ケースで実施した。表-5.12

の降伏値は，図-5.24 の結果から設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.33 モデル概要 

 

表-5.12 検討ケース 

 

 

 

 

 

Case 1, 2, 3の充填状況を図-5.34, 5.35, 5.36 に示す。充填率は，充填率追跡領域 3 m×3 m×

高さ 1m を設定して検討した。解析の結果，Case 1 の充填率は 89.2%，Case 2 は 88.5%，

Case 3 は 84.8%となり，いずれも底部に若干の未充填部分が残る結果となった。この結果

より，今回の解析における投入は消波ブロックより上方からの流し込み投入であったが，

実施工ではポンプ圧送＋筒先の空隙への挿入が確実な充填に必要であることが示唆された。 

 

 

カルシア改質土投入 
1,000mm 

1,000mm 

6,400mm 9,200mm 

2,075mm 

750mm 

設定スランプ値
(cm)

カルシア改質土
密度

（g/cm3）

設定降伏値
（Pa）

Case 1 15.0 500
Case 2 10.0 785
Case 3 5.0 1,220

1.909
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図-5.34 Case1の解析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.35 Case2の解析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.36 Case3の解析結果 
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５．４ まとめ 

本章の前半では，カルシア改質土の濁り抑制効果について，メカニズムから実施工での

効果までを検討した。その結論を以下に示す。 

(1) カルシア改質土の濁り抑制効果の源である浚渫土砂とカルシア改質材の混合直後の

流動性低下のメカニズムを解明するために，2 種類の浚渫土砂と 2 種類のカルシア改

質材を用いて，単材と混合土をビーカー内に投入した時の濁度とゼータ電位の関係

を調査した。その結果，浚渫土単独で濁度が 34.5 と高く負のゼータ電位が-86 mv と

大きいケースでは，カルシア改質材を混合することで負のゼータ電位が-65 mv 程度

まで小さくなり，濁度も 10 程度まで低くなる傾向が見られた。これは，プラスの電

荷を持つカルシア改質材を混合することで，浚渫土砂の土粒子表面の帯電状態を変

化させて，凝集効果が発揮された結果と推察される。今回の検討で，カルシア改質

土のフレッシュ状態での流動性低下のメカニズムとして，従来示されていたカルシ

ア改質材による粒度改善効果と吸水効果の他に，イオン交換反応による凝集効果が

存在することを明らかとした。また，カルシア改質材混合率とカルシア改質材の吸

水量及び消石灰添加量をパラメータとしたスランプ値への影響試験により，カルシ

ア改質材の吸水による流動性改善効果は他の 2要因と比較して小さい可能性があるこ

とがわかった。 

(2) 浚渫土砂にカルシア改質材を混合した際の流動性低下量について，水槽へのカルシ

ア改質土投入試験により SS とスランプ値，及びカルシア改質材混合量とカルシウム

溶出量の関係を整理した。浚渫土砂は 3種類，カルシア改質材は 3種類を用いた。試

験の結果，カルシウム溶出量が大きくなるとスランプ値が低下する傾向が見られた。

これは，イオン交換反応が要因と推察される。また，カルシウム溶出量と SS の関係

では，カルシウム溶出量が大きくなると SS は小さくなる傾向はあるものの，その傾

向は線形では無く，イオン交換反応による凝集効果には，浚渫土砂毎に効果を発揮

する必要カルシウム溶出量が存在することが示唆された。今回の検討では，イオン

交換反応による流動性低下の傾向はゼータ電位で区分できる可能性は示されたが，

区分値の設定・提案には至らず，今後の課題である。 

(3) カルシア改質土の濁り抑制効果について，実海域実証試験を実施した。250 m3 規模

の土運船からカルシア改質土を水中投入する際の濁りを計測した。試験として，投

入するカルシア改質土のスランプ値は 8.5～19.0 cmとした。その結果，一般的な土砂

投入時の濁り発生の原単位は 10～30×10-3  t/m3であるのに対して，本調査で得られた

濁りの発生原単位は 0.9～5.1×10-3  t/m3 であり，水中投入におけるカルシア改質土の

濁り抑制効果が確認され，濁り発生原単位とスランプ値の相関も確認された。よっ

て，カルシア改質土の濁り抑制はスランプ値で制御可能であることが実証された。 

 

本章の後半では，カルシア改質土の流動性について，解析的な検討を実施した。その成
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果と課題を以下に示す。 

(4) カルシア改質土の流動性に関して，コンクリート分野の知見を参考に，ビンガムモ

デルによる流動解析検討を実施した。今回の検討では，降伏値をパラメータとして，

最終的な流動形状の検討を実施した.。降伏値を決めるため，浚渫土砂 2 種類とカル

シア改質材 2種類を用いて，気中と水中のスランプ試験を実施した。それを解析で逆

解析し，降伏値を求めた結果，降伏値は式(2)（τya = -71.7×SL＋1578）で表現できる

ことを明らかとした。つまり，フレッシュなカルシア改質土の降伏値は，スランプ

試験を行うことで求めることができる。なお，自重の影響も想定されたが，試験条

件下での降伏値の差異が 8 倍に対して，単位容積質量の差異が 1.3 倍と小さいことか

ら，自重の影響は未考慮とした。 

(5) 式(2)で求めた降伏値を用いて，実海域での法面勾配試験を流動解析でシミュレーシ

ョン検討した結果，スランプ値（5 ケース）と形成勾配の関係において，スランプ値

1～20 cm 程度の範囲では解析値は実験値を表現している結果となった。これにより，

スランプ値から降伏値を算定したビンガムモデルによる流動解析は，机上での施工

計画立案における粗検討としては十分に使用できると考える。 

(6) 今回の解析においては，底面および消波ブロックとの接触面に作用するせん断応力

を考慮しており，その降伏値はカルシア改質土と同じ値を用いている。この摩擦影

響については，今後の課題である。 

(7) 施工時の勾配形成や空隙充填性については，まだデータ数が少なく，妥当性の継続

検証やデータ蓄積を今後の実施工等において実施していく予定である。 

 

まだ固化していないフレッシュなカルシア改質土の施工時の勾配形成や空隙充填性は，ビ

ンガムモデルによる流動解析で検討できる可能性がある 
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第６章 強度発現への骨材混合効果の評価を目的とした基礎的研究 

 

６．１ 概要 

カルシア改質土は，そのままでは一軸圧縮強さの試験を実施困難な強度レベルである軟

弱な浚渫土砂に，粒状材料であるカルシア改質材を混合して，カルシウムシリケート系水

和物を主とする水和反応（ポゾラン反応）で固化した浚渫土砂の固化処理土 1)の一種であ

る。これまで，水和固化によるカルシア改質土の強度発現性状について様々な研究 2), 3)が

実施されており，その中でカルシア改質土は粘着力 c のみが期待できる粘性土地盤材料と

して取り扱うことが基本とされており，内部摩擦角は設計として見込まない材料として整

理 1)されている。この理由は，粘性土の分類である浚渫土砂に対して，カルシア改質材

（骨材）の混合率が容積比で 10%～40%程度であることから，骨材同士のかみ合わせが無

いと判断されているためである。よって，これまでの研究では，カルシア改質土の三軸試

験による内部摩擦角評価の事例は少ない状況であったが，最近の研究では柿原ら 4)が圧密

非排水せん断試験による評価を試みている。 

カルシア改質土は，その構成として“固化した浚渫土砂（＝固化土領域）”と“カルシア改

質材（＝骨材）”の2つに分けることができる。この固化土領域と骨材が存在する形態の場

合，図-6.1に示すせん断時において，骨材同士の接触が無くても固化土領域に生じるせん

断面に存在する骨材が抵抗となってひずみ分布に変化を与え，せん断挙動に影響を与える

と想定される。このような考えから，杉村ら5)はピーク強度後の地盤材料の粘り強さを研

究している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1 載荷時の骨材抵抗機構の概要図（図-2.1の再掲） 
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一方，カルシア改質土において，骨材混合により内部摩擦角が発揮されるメカニズムは

未解明の状況である。カルシア改質土が適用条件によってc-φ材としての特性を有するので

あれば，カルシア改質土の適用用途が更に広がることが期待される。例えば，浚渫土砂に

含有される有機物の影響で粘着力cが低強度となっても，拘束圧の作用により内部摩擦角φ

が発揮されると，これまで適用できないと判断していた浚渫土砂に対してもカルシア改質

土を適用できることとなり，浚渫土砂の活用範囲が広がると考えられる。そこで，本研究

では，カルシア改質土のせん断強度に及ぼすカルシア改質材の混合影響の基礎的研究，つ

まり固化処理土における骨材の混合影響について検討した。 

 

６．２ 実験概要 

６．２．１ 試験材料 

これまでのカルシア改質土の研究における試験材料としての浚渫土砂は，その時々で入

手した実海域採取の浚渫土砂を用いてきたが，量に限りがあり，継続的な研究においては

浚渫土砂の性状変化を踏まえて評価をする必要があった。そこで，今回の試験では試験用

の浚渫土砂材料として，模擬浚渫土砂5)，笠岡粘土，浚渫土砂Aの3種類を用いることとし

た。模擬浚渫土砂は，ベントナイト：豊浦砂を重量比85%：15%で混合して作製した。な

お，ベントナイトは米国産（25%）と出雲産（60%）を混合して作製している。浚渫土砂

の性状を表-6.1に示す．含水比の調整は，表-6.2に示す人工海水を用いて実施した。 

 

表-6.1 試験用浚渫土砂の性状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-6.2 人工海水の性状 

 

 

 

 

カルシア改質材は，今回の試験では固化反応に寄与しない骨材を用いた。カルシア改質

土は，骨材であるカルシア改質材からカルシウム成分が溶出することで固化する。よって，

pH
EC

μS/cm
Ca

mg/L
Mg

mg/L
Na

mg/L
K

mg/L
Cl-

mg/L

SO4
2-

mg/L
8.17 27,900 390 1,300 12,000 420 20,000 2,600

土粒子
密度

含水比
細粒分
含有率

液性
限界

塑性
指数

g/cm3 % % %

2.564 112.0 81.2 86.0 57.0

ベントナイト
米国産

2.781 10.5 98.3 509.0 464.6

ベントナイト
出雲産

2.472 8.0 96.0 103.8 69.8

豊浦砂 2.645 0.1 0.0 - -
2.627 66.6 72.3 51.0 13.7
2.668 48.5 99.8 52.9 30.1

原
材
料

試料名
※(%)は重量比

模擬浚渫土砂

浚渫土砂A
笠岡粘土
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骨材の影響を検討するために粒度（カルシウム溶出面積）や混合率を変化させると，固化

土領域の発現強度も変化する。よって，本検討では浚渫土砂に消石灰を混合することで固

化土領域の発現強度を一定とし，そこへカルシウム溶出が強度発現に影響を与えないと考

えられる10種類の骨材を混合することで試験を実施した。今回の試験に用いた骨材を表-

6.3に，粒度分布を図-6.2に示す．消石灰には，粉末消石灰試薬（特級）を用いた。 

 

表-6.3 試験に用いた骨材の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.2 骨材の粒度分布 

 

 

No 種類 粒径 備考

1 アスファルト用砕石 26.5～0mm
4種類の単粒度砕石とコンクリート
用山砂を混合．

2 コンクリート用骨材 20.0～0mm
20.0～5mmコンクリート用粗骨材と5～0mm

コンクリート用細骨材を混合．

3 高炉徐冷スラグ 26.5～0mm コンクリート用骨材に用いられている材料

4 炭酸化製鋼スラグ 26.5～0mm

固化反応に寄与しないように，製鋼
スラグ（カルシア改質材）を炭酸化
処理したもの．

26.5～5mm製鋼スラグと5～0mmコンク

リート用細骨材を混合．

5 玉砂利 26.5～0mm
26.5～5mm玉砂利と5～0mmコンクリート用

細骨材を混合．

6 高炉徐冷スラグ 20.0～0mm No.3の最大粒径を20mm

7 玉砂利 20.0～0mm No.3の最大粒径を20mm

8 コンクリート用骨材 15.0～0mm No.2の最大粒径を15mm

9 コンクリート用骨材 10.0～0mm No.2の最大粒径を10mm

10 コンクリート用骨材 5.0～0mm No.2の最大粒径を5mm
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６．２．２ 一軸圧縮強さへの影響評価 

地盤工学における粘着力 c と内部摩擦角 φ の評価は，対象とする材料（供試体）が均一

材料であることが前提となっている。これに対して，カルシア改質土は均一な浚渫土砂の

固化処理土に粒子径 25 mm 程度の粗骨材を含む骨材が混入した不均一材料と分類される可

能性がある。固化材料に骨材が混合した事例としてはコンクリート材料があり，モルタル

に粗骨材を混合した状態が類似していると考えられる。コンクリート分野では，粗骨材の

混合が強度発現に与える影響が研究されており，粗骨材粒径が大きくなると強度が低下す

ることが知られている 6)。また，その強度低下には骨材とモルタル部の界面の挙動が影響

を与えることが知られており，伊良波ら 7)は解析的アプローチで検討している。そこで，

カルシア改質土のように固化処理土に骨材が混合された材料の挙動の考察を行うため，3

種類の検討を行った。 

一つ目は，骨材混合率を変化させた一軸圧縮強さの検討である。試験ケースを表-6.4 に

示す。試験には模擬浚渫土砂を用いた。目標強度は 3 種類とし，埋め立て材や中仕切り堤

において地盤強度を要求される場合の配合強度を想定して 400 kN/m2（高強度ケース，養生

7 日）と 600 kN/m2（高強度ケース，養生 14 日），浅場造成用基盤材等の覆砂程度の荷重し

か作用しない場合の配合強度を想定して 100 kN/m2（低強度ケース，養生 7日）と設定した

1)。また，骨材の種類は 3種類とし，骨材の容積混合率は，0%, 10%, 20%, 30%, 40%の 5ケ

ースとした。 

 

表-6.4 一軸圧縮強さの試験ケース 

 

 

 

 

 

 

二つ目は，骨材の最大粒径の影響である。一つ目の試験では，供試体寸法φ100 mm×高さ

200 mmに対して，骨材の最大粒径を20 mm～26.5 mmとしていた。一方，安定処理土の地盤

材料試験では，供試体直径/最大粒径を粒径幅が広い場合は5程度まで許容されることが示

されている8)。そこで，骨材の最大粒径を表-6.3に示す20 mm（No.2）, 15 mm（No.8）, 10 

mm（No.9）, 5 mm（No.10）とした一軸圧縮試験を実施した。目標強度は低強度100 kN/m2

と高強度400 kN/m2の2水準としている。ここで，試験に用いた浚渫土砂は笠岡粘土であり．

試験までの養生は28日とした。また，本試験の目標強度400 kN/m2のケースについては，消

石灰の代わりに高炉セメントを用いている。 

三つ目は，骨材の種類である。骨材には表-6.3に示すNo.1～No.5の5種類を用いた。浚渫

土砂には，模擬浚渫土砂と実海域で採取された浚渫土砂Aを用いた。骨材の混合率は

強度水準 骨材種類 骨材混合率

高強度（目標400kN/m2） No.1

低強度（目標100kN/m2） No.1

No.3

No.5
高強度（目標600kN/m2）

0%（骨材無）,10%,
20%, 30%, 40%
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30vol%とし，養生14日で一軸圧縮強さの試験を実施した。 

ここで，供試体の作製方法及び一軸圧縮強さの試験方法を以下に示す。模擬浚渫土砂は，

所定材料を混合して，2週間静置した。その後，試験用浚渫土砂と消石灰と骨材をハンド

ミキサーで約2分間混合し，直径100 mm，高さ200 mmのプラスチックモールドに充填した。

充填は，3層に分けてタッピングしながら供試体内に空隙が生じないように行った。試料

充填後，モールド上面をラップで密封し，20℃の恒温室で目標強度発現まで養生を実施し

た。一軸圧縮強さの測定は1つの条件につき3本の供試体で試験を行って，その平均値を一

軸圧縮強さとした。 

 

６．２．３ 三軸圧縮試験（CUB試験） 

拘束圧下でのカルシア改質土において，骨材がせん断挙動に及ぼす影響を評価するため，

圧密非排水三軸圧縮試験（以下，CUB試験）を実施した。 

試験ケースを表-6.5に示す。浚渫土砂と骨材は2種類を用いている。強度水準は，一軸圧

縮強さの検討と同様に高強度400 kN/m2と低強度100 kN/m2の2水準とした。拘束圧について

は，表-6.5に示すように設定している。供試体の作製は，一軸圧縮強さのケースと同様に

実施した．骨材の容積混合率は30%とした。また，笠岡粘土単体の供試体の作製は，締固

め試験を行い，締固め度90%で供試体作製を実施した。 

 

表-6.5 CUBの試験ケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．３ 試験結果と考察 

６．３．１ 一軸圧縮強さ 

図-6.3 に骨材混合率と一軸圧縮強さの関係を示す。100 kN/m2程度では，骨材混合率によ

って一軸圧縮強さに顕著な変化は見られなかった。一方，400 kN/m2程度では，骨材混合率

30%及び 40%において若干の一軸圧縮強さの低下が確認された。600 kN/m2程度では，骨材

種類に関わらず骨材混合率に応じて強度が低下する傾向が見られた。これらの結果より，

固化処理土に骨材が混合されることで，一軸圧縮強さに影響を与える場合が存在すること

が確認された。 

ケース 強度水準 浚渫土砂 骨材種類 拘束圧

高-模-無 無

高-模-有 No.1

低-模-無 無

低-模-有 No.1

笠岡単体 笠岡粘土のみ 無

低-笠-無 無
低-笠-有 No.2

低強度

（目標100kN/m2）

笠岡
粘土

50, 100, 200kN/m2

高強度

（目標400kN/m2）

低強度

（目標100kN/m2）

qu/4, q u/2,
qu, qu×1.5

qu/4, q u/2, qu,
qu×2, qu×3

模擬
浚渫
土砂
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図-6.3 骨材混合率と一軸圧縮強さの関係 

 

図-6.4に最大粒径の差異と一軸圧縮強さの関係を示す。図-6.3の骨材混合率の影響では一

軸圧縮強さが低下する傾向が見られたが，今回の試験では顕著な強度低下は確認されなか

った。本試験では，図-6.3 と傾向は異なり，固化処理土に骨材が混合されることでの一軸

圧縮強さへの明確な影響は確認されなかった。なお，図-6.3 との主な条件の違いは，試験

用の浚渫土砂が笠岡粘土であることと養生日数が 28 日と長いことである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.4 最大粒径と一軸圧縮強さの関係 

 

図-6.5 に骨材種類による一軸圧縮強さの差異の結果を示す。骨材無しの強度発現が 180 

kN/m2 程度と低い浚渫土砂 A については，骨材の種類によって顕著な強度低下は見られず，

強度が増加するケースも確認された。一方，骨材無の強度発現が 580 kN/m2 程度と大きい

模擬浚渫土砂では，いずれの骨材種類も強度低下していることがわかり，この結果は図-

6.3 の結果と同様の傾向であった。なお，今回の試験では，骨材種類による強度発現に顕著
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な傾向は確認できなかったが，骨材種類の差異で発現強度が異なる場合が生じることは確

認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.5 骨材種類差異の試験結果 

 

６．３．２ 三軸圧縮試験（CUB試験） 

CUB 試験結果を表-6.6 に，模擬浚渫土砂を用いた低強度の主応力差～軸ひずみ関係を図-

6.6 に，模擬浚渫土砂を用いた高強度の主応力差～軸ひずみ関係を図-6.7 に，笠岡粘土を用

いた主応力差～軸ひずみ関係を図-6.8 に示す。また，模擬浚渫土砂を用いた低強度の応力

経路を図-6.9 に，模擬浚渫土砂を用いた高強度の応力経路を図-6.10 に，笠岡粘土を用いた

応力経路を図-6.11 に示し，模擬浚渫土砂を用いた最大軸差応力～圧密圧力（拘束圧）を図

-6.12 に，笠岡粘土を用いた最大軸差応力～圧密圧力（拘束圧）を図-6.13に示す。 

 

表-6.6  CUB 試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

粘着力c

（kN/m2）

内部摩擦角φ
(°)

粘着力c'

（kN/m2）

内部摩擦角φ'
(°)

低-模-無 28.0 15.9 20.5 46.7
低-模-有 31.6 14.9 12.6 44.2
高-模-無 241.7 5.7 212.8 14.4
高-模-有 155.5 12.1 109.7 30.3
笠岡単体 11.6 15.4 12.6 28.5
低-笠-無 33.1 15.3 27.1 31.6
低-笠-有 66.1 13.1 43.1 34.0

全応力 有効応力

ケース
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図-6.6 模擬浚渫土砂を用いた低強度の主応力差～軸ひずみ関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.7 模擬浚渫土砂を用いた高強度の主応力差～軸ひずみ関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.8 笠岡粘土を用いた主応力差～軸ひずみ関係 
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図-6.9 模擬浚渫土砂を用いた低強度の応力経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.10 模擬浚渫土砂を用いた高強度の応力経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.11 笠岡粘土を用いた低強度の応力経路 
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図-6.12 模擬浚渫土砂を用いた最大軸差応力と拘束圧の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.13 笠岡粘土を用いた最大軸差応力と拘束圧の関係 

 

表-6.6 より，模擬浚渫土砂において内部摩擦角が生じており，特に低強度で顕著である。

これは，模擬浚渫土砂に用いた砂分の影響と考えられる。また，笠岡粘土単体においても，

内部摩擦角は初期条件として確認されている。図-6.6と図-6.7において，骨材無と比較して，

骨材有は載荷初期において軸ひずみが大きくなる傾向が見られる。また，拘束圧が大きく

なると，骨材有の軸ひずみは小さくなり，骨材無の初期勾配に近づく挙動が確認される。

一方，図-6.8 の笠岡粘土については，初期勾配は骨材無のピーク強度までほぼ同一の挙動

となり，その後の残留強度の挙動は，骨材無はひずみ軟化で強度低下の傾向となるが骨材

有の方はひずみ硬化の傾向となっている。図-6.9 及び図-6.10 の応力経路より，骨材無のケ

ースでは破壊線に近づくと主応力差と有効応力が減じる傾向となるのに対して，骨材有の



95 

 

方は，破壊線に近づくと有効応力が減じる傾向はあるものの，顕著な主応力差の低下は見

られない。図-6.11 の笠岡粘土の応力経路では，笠岡粘土単体は載荷初期から主応力差の増

加と共に有効応力が減少する傾向があるが，固化処理土は骨材の有無に関わらず，そのよ

うな傾向は見られない．骨材有のケースについては，破壊線に近づくと破壊線に沿って有

効応力と主応力差が増加する傾向が見られた。図-6.12 より，骨材有のケースにおいて拘束

圧が小さいときは，最大軸差応力が骨材無のケースと比較して低い傾向が見られ，拘束圧

が大きくなると最大軸差応力が骨材無のケースと同程度の強度発現となる傾向が見られる。

ここで，圧密圧力=0時の最大軸差応力の値は，一軸圧縮強さの値を示している。図-6.13よ

り，拘束圧が大きくなると最大軸差応力が大きくなるが，その傾向は笠岡粘土単体の傾向

でも見られ，これは固化処理の対象土の特性の影響と考えられる。骨材有のケースの最大

軸差応力が骨材無のケースより大きくなっている要因は，骨材無のケースではピーク後に

ひずみ軟化の傾向を示すのに対して，骨材有のケースではひずみ硬化の傾向で残留強度も

顕著な低下が見られないためと推察される。なお，笠岡粘土のケースでは，一軸圧縮強さ

や低拘束圧時の軸差応力の低下は確認されなかった。今回の CUB試験の強度結果で，骨材

無のケースの残留強度は強度低下傾向であるのに対して，骨材有のケースでは著しい残留

強度低下は見られないのは杉村ら 5)が示している粘り強さの現象と思われる。 

 

６．４ 骨材混合の影響に関する考察 

これまでに実施した一軸圧縮強さと三軸圧縮試験（CUB 試験）の結果より，固化処理土

に骨材を混合することが強度発現性状に影響を与えることが確認された。しかし，その影

響は一軸圧縮強さの減少や粘着力・内部摩擦角の増減で一定の傾向は今回の試験で確認さ

れず，その影響因子は固化処理対象の土質特性や骨材混合率，骨材性状（材質，形状等），

強度発現レベル，拘束条件等と多様と考えられる。 

 一方，強度発現レベルに関わらず，内部摩擦角の発揮は期待できる材料であることが確

認された。ただし，骨材が混合された影響として，強度が低下する場合が存在することが

判った。これは，コンクリート分野の知見 7)から推察すると，載荷時に供試体にひずみが

生じた際に，骨材と固化処理土の界面の付着が切れて，ひずみが骨材と固化処理土の界面

に集中することにより，骨材無のケースと比較して低強度で供試体が破壊するためと考え

られる。よって，低拘束圧条件では骨材と固化処理土の界面の付着切れによる界面部での

微細ひび割れ発生が生じやすいために骨材無と比較して骨材有では低強度となるケースが

見られ，高拘束圧条件では微細ひび割れが生じにくく，骨材効果による内部摩擦角が発揮

されて，骨材有のケースでも骨材無と同等の強度となるケースが見られたと考えられる。

また，ピーク強度後のひずみ軟化が確認される骨材無のケースと比較して，骨材有のケー

スでは顕著なひずみ軟化や残留強度の低下は見られない。これは，骨材と固化処理土の界

面の付着切れはあるものの，骨材混合の効果で拘束圧条件に関わらず内部摩擦角が発揮さ

れているものと推定される。なお，図-6.4や図-6.8で強度低下しなかった要因は，小ひずみ
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領域で骨材と固化処理土の界面の付着切れが生じなかったためと推察される。よって，図-

6.8 の骨材有において，付着が切れるまでは粘着力が発揮されて骨材無と同様の主応力差～

軸ひずみ関係となり，骨材無において粘着力で耐荷できる限界点のピーク強度になったと

きに，同様に骨材有でも粘着力で耐荷できる限界点になっていると思われるが，骨材有の

場合は更に主応力差が増加してもそこから内部摩擦角が発揮されて小ひずみ領域のピーク

強度が増加する可能性も考えられる。一方，今回の試験では強度低下の現象も生じており，

この差異が生じる条件の明確化については，今後の課題である。 

これらの課題の解明には，FEM や DEM 等の解析的なアプローチに加えて，供試体のせ

ん断時の X 線 CT 画像による検討も有効と考え，今後に検討を進める予定である。なお，

カルシア改質土の場合，骨材表面からカルシウムが溶出して固化するため，骨材の極近傍

の固化程度は良好で，骨材と固化土領域の界面の挙動が今回の試験条件とは異なる可能性

も考えられる。 

 

６．５ まとめ 

本章で得られた成果と今後の課題を以下に示す。 

(1) 固化処理土への骨材の混合効果を検討するため，3 種類の浚渫土砂と 10 種類の骨材を

用いて，骨材混合率や骨材最大粒径，及び骨材種類が一軸圧縮強さに及ぼす影響を検

討した。その結果，100 kN/m2～200 kN/m2 程度の強度発現では，骨材混合率・骨材最

大粒径・骨材種類による顕著な影響は見られなかった。しかし，600 kN/m2程度の強度

発現では，模擬浚渫土砂では骨材を混合することで一軸圧縮強さが低下する傾向が見

られた。しかし，笠岡粘土ではその傾向は見られず，浚渫土砂の性状の影響があるこ

とが示唆された。 

(2) 三軸 CUB 試験を，浚渫土砂 2 種類と骨材 1 種類で，強度水準は 2 水準で実施した。そ

の結果，軸ひずみと主応力差の関係では，模擬浚渫土砂のケースでは，骨材無と比較

して，骨材有は載荷初期において軸ひずみが大きくなる傾向が見られた。また，拘束

圧が大きくなると，骨材有の軸ひずみは小さくなり，骨材無の初期勾配に近づく挙動

が確認された。一方，笠岡粘土のケースでは，初期勾配は骨材無のピーク強度までほ

ぼ同一の挙動となり，その後の残留強度の挙動は，骨材無はひずみ軟化で強度低下の

傾向となるが骨材有の方はひずみ硬化の傾向となっている。応力経路については，模

擬浚渫土砂のケースでは，骨材無のケースでは破壊線に近づくと主応力差と有効応力

が減じる傾向となるのに対して，骨材有の方は，破壊線に近づくと有効応力が減じる

傾向はあるものの，顕著な主応力差の低下は見られなかった。笠岡粘土のケースでは，

笠岡粘土単体は載荷初期から主応力差の増加と共に有効応力が減少する傾向があるが，

固化処理土は骨材の有無に関わらず，そのような傾向は見られなかった。骨材有のケ

ースについては，破壊線に近づくと破壊線に沿って有効応力と主応力差が増加する傾

向が見られた。これらのことから，浚渫土砂の種類でせん断時の挙動が異なることが
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明らかとなった。 

(3) 三軸 CUB試験の結果，固化処理土に骨材を混合した材料であるカルシア改質土は，内

部摩擦角を期待できる材料と考えられる。しかし，内部摩擦角の発揮条件は，骨材形

状や拘束圧条件等様々であり，メカニズム解明は今後の課題である。内部摩擦角の発

揮は，固化土領域と骨材の境界の付着が関連していると想定される。付着が弱い場合

は，載荷初期から付着が切れて内部摩擦角が発揮されていると考えられる傾向が見ら

れた（模擬浚渫土砂の高強度で骨材ありのケース）。一方，付着が強い場合は，ピー

ク強度までは固化土領域で耐荷し，ピーク後に付着が切れて内部摩擦角が発揮されて

ひずみ軟化が生じずに残留強度が大きくなる（笠岡粘土の骨材ありのケース）と考え

られる。 

(4) 内部摩擦角を見込まずに一軸圧縮強さから判断している現状のカルシア改質土の強度

設計は，安全側の評価と考えられる。 
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第７章 研究総括及び結論 

 

７．１ 得られた成果 

 第１章では，カルシア改質技術の研究の背景として，設計・施工技術の開発や公認化の

歴史について概説するとともに，施工時の法面勾配形成や耐震性能等の実用化技術の開発

状況について説明し，今後の技術の発展に向けた 3 つの視点を整理した。また，その 3 つ

の視点に沿った本論文の全体構成を概説した。 

 第 2 章では，カルシア改質土の強度発現の原理について，石灰系固化材の固化メカニズ

ムとの比較により考察し，4 つの研究課題を設定した。1 つ目は，カルシア改質土の強度発

現に対するカルシア改質材から溶出するカルシウムと浚渫土砂から溶出するシリカの相互

影響評価である。2 つ目は，強度発現に寄与するカルシア改質材から溶出するカルシウム

と浚渫土砂から溶出するシリカの評価に向けた試験方法の提案である。3 つ目は，カルシ

ア改質材の混合直後に浚渫土砂の流動性が低下するメカニズムの解明と，施工検討に活用

可能な解析手法の提案である。4 つ目は，固化した浚渫土砂に粒状材料としてのカルシア

改質材が混合されていることの物理特性が強度に与える影響の評価である。 

 第 3 章では，固化成分である浚渫土砂から溶出するシリカ成分とカルシア改質材から溶

出するカルシウム成分が強度発現に与える相互影響を検討した。試験の考察の結果，溶出

するシリカ成分が大きい浚渫土砂の方が強度発現は大きく，供給するカルシア改質材から

のカルシウム溶出量が大きい方が強度発現は大きいことを示した。また，その相互影響に

は，固化反応に必要な溶出量のバランスが存在し，目標強度に応じた必要溶出量の過不足

を評価する方法として，シリカ溶出量とカルシウム溶出量を軸とした 4 領域の整理で実施

できることを提案した。この整理の結果，現場強度 100 kN/m2 を確保するためには，カル

シウム溶出量×（改質材量/含水量）= 5.0 mg/g，シリカ溶出量×（土分乾燥重量/含水量）= 

60 mg/g が必要であることを示した。 

 第 4 章では，工事における強度管理を目的とした使用材料の品質管理として，固化成分

である浚渫土砂から溶出するシリカ成分とカルシア改質材から溶出するカルシウム成分の

定量試験法を提案した。カルシア改質材から溶出するカルシウム量の測定法として，環境

庁告示第 46 号で定められている溶出試験方法を改良し，溶媒を人工海水に，試料を有姿の

粒度分布に，振とう時間を 30 分間へ変更する方法を提案した。浚渫土砂から溶出するシリ

カ量の測定法は，戸田ら（2018）が提案した方法より短い試験時間で結果を得るために，

試料を水中で 7分程度撹拌して検液を作製する方法を提案した。これらの溶出結果と，6種

類のカルシア改質材と 15 種類の浚渫土砂の一軸圧縮強さを比較分析した結果，提案した方

法で得られた溶出値によって強度発現を予測することができ，実工事における強度管理の

1 次判断指標として適用しうることを示した。 

 第 5 章では，浚渫土砂へのカルシア改質材混合直後のフレッシュな状態での粘性増大に

よる流動性低下のメカニズムについて，従来知見であるカルシア改質材による粒度改善効
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果と吸水効果に加えて，イオン交換反応による凝集効果が存在することを明らかとした。

その効果を踏えた実海域投入時の濁り抑制効果については，濁り発生量はスランプ値で制

御可能であることを実証した。 

 また，この流動性低下の特徴について，実工事における法面勾配形成等の施工計画検討

へ展開することを目的に，流動解析の活用検討を行った。その結果，フレッシュなカルシ

ア改質土の流動性はフレッシュなコンクリートと同様にビンガムモデルとして表現でき，

その降伏値はスランプ値から求めることが可能であることを明らかとした。また，その値

を用いることで実施工試験の形成勾配の結果をシミュレートできることを示した。施工事

例検討では，カルシア改質土の流動性を制御することで，消波ブロック等の空隙充填材へ

の適用の可能性についても示した。 

第 6 章では，固化した浚渫土砂に骨材が混合された構成となっているにも関わらず土質

特性が粘性材料（内部摩擦角=0）として整理されているカルシア改質土について，骨材の

混合がせん断挙動に影響を及ぼす影響を明らかとすることを目的に，一軸圧縮強さと三軸

圧縮試験を実施した。その結果，固化処理土に骨材を混合した材料であるカルシア改質土

は，内部摩擦角を期待できる材料であることが確認された。しかし，今回の試験では内部

摩擦角は発揮されるものの強度が低下するケースが確認され，このメカニズム解明は今後

の課題となった。 

 

７．２ 今後の展望 

 浚渫土砂の有効利用技術であるカルシア改質土は，従来に浚渫土砂が活用されていた埋

め立て用途に加えて，これまでは浚渫土砂の活用が困難であった浅場造成の基盤材や天然

石材代替としての潜堤等への適用が可能な材料である。つまり，この浚渫土砂の適用拡大

によって，自然再生や天然資源保護に寄与できる技術である。加えて，近年では地球温暖

化対策としてのカーボンニュートラルへ向けて，藻場造成によるブルーカーボンも注目さ

れており，国土交通省はカーボンニュートラルポート施策の中で藻場造成の基盤材として

もカルシア改質土に期待を寄せている。一方，これまでカルシア改質土に用いられてきた

浚渫土砂は港湾等の海域で採取されたものであるが，近年の異常気象による河川氾濫の豪

雨災害に対しては，国土強靭化施策として河川の流量確保のための河床掘削も重要であり，

その河川浚渫土砂の有効活用も課題となっている。その河川浚渫土砂へのカルシア改質技

術の適用についても，今後の課題と考えられる。 

この状況に対して，今後のカルシア改質技術の発展には下記の 3 つの課題が存在すると

考える。 

① 浚渫土砂から溶出するシリカ成分が不足するときの添加材 

本研究で，カルシア改質土の強度発現には，浚渫土砂から溶出するシリカ成分も重

要な因子であることが明らかとなった。しかし，実工事においてシリカ成分不足の

浚渫土砂が発生した場合の対応については未検討であり，現状では対策不能の状況
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となっている。そこで，そのシリカ成分補助材の研究を進める必要がある。 

② 浚渫土砂に含まれる有機分による固化阻害の解消 

本研究では，試験に用いた浚渫土砂は有機分の含有が少ないものを用いている。一

方，港湾工事で発生する浚渫土砂の中には，有機物が高含有のものも存在する。実

工事で有機物が高含有の浚渫土砂が発生した場合の対処方法は現状では無いため，

研究を進める必要がある。 

③ 長期的な土質特性変化の把握 

本研究を含めたこれまでのカルシア改質土の研究は，標準養生期間である 28 日後の

土質特性として評価されていることが一般的である。一方，一部の研究では実施工

地盤の事後調査による長期的な土質特性変化の把握も実施されているが，強度発現

を含む土質特性変化のメカニズム解明と定量化という観点からは研究がなされてい

ないのが実状である。基本的には，強度発現が増進すると地盤耐力としては安全側

となると考えられるが，長期的に強度が増進した際の土質特性変化が，当初設計検

討時の目標特性を満足するかどうかについての評価方法の確立に向けて，今後の研

究が期待される状況である。 

 

 上記の課題に対して，今回の本研究の残課題を含めて自己の研究を継続するとともに，

関係者の研究が発展・拡大していくことを期待する。 
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